
れている市道の認定、廃止及び用途廃止を行う。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

市道の認定・廃止・用途廃止等を行うため、資料の作成を行ない公示等を行う。新規認定・区域変更のうち ９月議会で市道の認定・変更（延長の変更）・廃止を行い、議決後公示を行う。
延長を変更するもの及び認定の廃止をするものについては議案を作成し、議決後公示等を行う。 その他の事案（幅員の変更等）については年度末もしくは随時認定の変更と公示を行なう。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

認定路線等の告示率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認定路線等の告示率１００％ 直接 告示路線件数／認定等路線件数 ％ 0 100

令和 4年度 認定路線等の告示率１００％ 直接 告示路線件数／認定等路線件数 ％ 100

令和 5年度 認定路線等の告示率１００％ 直接 告示路線件数／認定等路線件数 ％ 100

道路管理者しかできない事業なので継続して行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市道認定・廃止 0 市道認定・廃止 0 0 市道認定・廃止 0 市道認定・廃止 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.52 0.28 0.28 0.52 0.52
正職員人件費 4,524 2,492 2,492 4,628 4,628

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,524 2,492 2,492 4,628 4,628
(11)単位費用

45.24千円／％ 24.92千円／％ 24.92
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新たに寄付・帰属された道路や工事等により変更になった道路について、道路法で定められている市道の認定・廃止等を ●①事前確認での想定どおり
行う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

道路の新設・改良・廃止があった場合は、道路法で定められた告示手続きを行う必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市管理道路とするため、道路法に基づき市長が議会の議決を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 得て行わなければならない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

認定等が必要な手続きは全て完了させた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,492 2,032 2,492 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

44.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.01

％ 10万円 4.01 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
行政でしかできない事業のため、現状通り推進する。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 660 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 市道の認定、廃止及び用途廃止 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.28 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,492 千円 (うち人件費 2,492 千円）⑦事業費
総事業費 2,755 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる生活道路 道路法により定めら



市民の生活に密接にかかわる生活道路 狭あい道路を拡幅整備し、安全で円滑な通行を確保する。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

国道６号線と天王台駅北口（柴崎台地区）方面を結んでいる市道２４－００３号線の拡幅整備を行う。 架空線に加え、光ケーブル及び地下埋設管も併せて移設となったことから令和２年度実施できなかった、支
拡幅整備には、東京電力の特高ケーブルの移設等伴うことから、整備方法の検討が必要なことから、当面現 障電柱の移設を行う。
道幅員を有効に使用できるよう、通行に支障となる電柱の移設を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

電柱移設の進捗率 想定値 20当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 電柱移設を完了する。 直接 電柱移設の進捗率 % 20 20

令和 4年度 電柱移設を完了する。 直接 電柱移設の進捗率 % 100

令和 5年度 道路拡幅に向けた検討 直接 検討の進捗率 % 10

拡幅に伴い、本道路の交通量がさらに増加し、歩行者や沿道居住者の安全性に対する課題が発生する。また、当該道路には、東
(7)事業実施上の課題と対応 京電力の特高ケーブルが埋設されており、整備方法によってはケーブル防護に多大な費用を要することが想定される。（防護費 代替案検討 ○有 ●無

用は未計上）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 支障電柱移設 1,050 ＊ 支障電柱移設（R3→R4繰越） 10,000 0 ＊ 道路拡幅に向けた検討 0 ＊ 道路拡幅に向けた検討 0
（令和２年度予算は減額補正し、 ＊ （繰越明許）支障電柱移設 13,755
令和３年度改めて予算要求）

＊ 3月補正（R3→R4繰越） 3,755 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,050 合　　計 13,755 0 合　　計 13,755 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,050 13,755 0 13,755 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 1,335 1,335 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,355 15,090 1,335 15,090 1,335
(11)単位費用

23.55千円／% 754.5千円／% 66.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

都市計画道路３．５．１８号後畑・巻の内線の延長に位置する市道２４－００３号線は、国道６号線と天王台駅北口（柴 ●①事前確認での想定どおり
崎台地区）方面を結ぶ道路として、通行量が多い。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ しかし、国道６号交差点付近（我孫子字妻子原地先）は、幅員が２間（３．６４ｍ）程しかなく、すれ違いが困難な状況 ○要
   背景は？(事業の必要性) にあり、通行に支障が出ている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

このため安全で円滑な通行を確保するため、拡幅整備が必要となっている。 当該道路は、有効幅員が狭く、安全で円滑な通行を確保するためには有効幅員を広くする必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

電柱移設の必要性を検討した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,090 △12,735 1,335 8.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

繰越明許しているため。
（電柱及び地下管路の移設において、電線共同溝を所管する国との協議

△540.76 に時間を要しているため。）

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 繰越明許しているため。

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 （電柱及び地下管路の移設において、電線共同溝を所管

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0 する国との協議に時間を要しているため。）

% 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 662 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 市道２４－００３号線等（妻子原地先）の改良 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,335 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 93,348 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 15,090 千円 (うち人件費 1,335 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、



するために、道路用地の権原を取得する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

道路用地内の民有地の権原取得を進める。 道路・水路用地賃借料の支払い。
道路・水路用地の借地契約更新を行う。 未登記道路の権原取得。
＊なお、令和４年度から２箇所が治水課へ管理移管予定のため、２３０００円減額予定 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

取得件数（用地取得額） 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 取得件数（用地取得額）の達成 直接 取得件数(取得額） % 100 100

令和 4年度 取得件数（用地取得額）の達成 直接 取得件数(取得額） % 100

令和 5年度 取得件数（用地取得額）の達成 直接 取得件数(取得額） % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

道路・水路用地賃借料 1,000 道路・水路用地賃借料 1,000 965 道路・水路用地賃借料 977 道路・水路用地賃借料 977
道路用地取得費 1,000 物件移転補償費 4,100 1,916 物件移転補償費 4,100 物件移転補償費 4,100
物件移転補償費 1,000
道路用地買収に伴う手数料 1,650
印紙代 10

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,660 合　　計 5,100 2,881 合　　計 5,077 合　　計 5,077
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,660 5,100 2,881 5,077 5,077

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.55 0.55 0.5 0.5
正職員人件費 4,350 4,895 4,895 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,010 9,995 7,776 9,527 9,527
(11)単位費用

90.1千円／% 99.95千円／% 77.76
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生活道路として道路があるが、急速な開発などにより民有地が未登記のままに、個人所有となっている箇所が多くある。 ●①事前確認での想定どおり
民有地を道路・水路として利用しているため、これらの用地の権原を取得することが、用地のトラブルを防止して、安全 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ な通行を確保するために必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

道路機能を確保するため道路用地の権原取得や賃貸借・使用貸借契約を締結するため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が、道路機能を確保するための道路用地

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の権原取得や賃貸借・使用貸借契約を締結する必要があるた
□その他 　促進された め

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市道の管理は市が実施しているが、市民や自治会と連携し、 自治会清掃 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 自主的に道路側溝の清掃を実施している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、自治会清掃（ク

リーンデイ）の中止が多かったため
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

賃貸借料の支払や契約更新が滞りなく完了できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,995 △985 7,776 77.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ なし ●不要

道路隅切・待避用地取得に伴う物件移転補償や道路等の改修工事に伴う
支障電柱移転がなかったため

△10.93

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 賃貸借料の支払や契約更新が滞りなく完了できた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1

% 10万円 1.29 129

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路機能を確保するため、今後も道路用地の権原取得や賃貸借・使用貸借契約を締結する必要があるため. 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 664 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路用地の管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,995 千円 (うち人件費 4,895 千円）⑦事業費
総事業費 4,408 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を行います。 道路機能を確保



開発行為により、安全で快適な道路整備と狭あい道路の解消を図る。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

周辺の道路状況を考慮しながら、道路の規格及び安全施設等の付帯施設整備について開発事業者と協議し、 開発行為申請事業者の意思によるため、特に無し。
指導する。また、開発行為により整備された新設道路及び拡幅道路の用地については、帰属により取得し、
市が適正に維持管理する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

処理件数／申請件数×１００ 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請に対する指導の処理率 直接 処理件数／申請件数×１００ % 100 100

令和 4年度 申請に対する指導の処理率 直接 処理件数／申請件数×１００ ％ 100

令和 5年度 申請に対する指導の処理率 直接 処理件数／申請件数×１００ ％ 100

関係部署との親密な調整が不可欠である
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

開発行為許認可事務 0 開発行為許認可事務 0 0 開発行為許認可事務 0 開発行為許認可事務 0
道路用地寄附帰属申請事務 0 道路用地寄附帰属申請事務 0 0 道路用地寄附帰属申請事務 0 道路用地寄附帰属申請事務 0

（予備費充用）
登記手数料 197 197
登記手数料 94
（予算流用）
登記手数料 132 226

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 423 423 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 423 423 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.55 0.55 0.65 0.65
正職員人件費 5,655 4,895 4,895 5,785 5,785

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,655 5,318 5,318 5,785 5,785
(11)単位費用

56.55千円／% 53.18千円／% 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

開発行為で整備される宅地、道路、公園、排水施設等の整備計画を、周辺市街地の状況や地形等を考慮して、関係課で調 ●①事前確認での想定どおり
整して指導する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

開発行為の申請があった為、指導を行うとともに、市道の寄付・帰属の手続きを行う必要があった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　宅地開発における道路整備に関する審査及び検査は、法令

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 により市で行うこととされている為。
□その他 　促進された 　また、開発行為で整備された道路は法令により市に帰属す

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ることとされている為。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 　寄付行為は以後の維持管理を行う市が主導で進めなければ ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 実効性がない為。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請を受け指導した開発行為において、道路整備がすべて完了したため、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,318 337 5,318 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 目標値どおり

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.88

% 10万円 1.88 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
開発行為による道路整備の指導については、良好な住宅地の供給に資する重要な事情であるため現状通り推進する。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 665 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 開発行為の指導・道路用地の寄付帰属 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,895 千円 (うち人件費 4,895 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,318 千円 (うち人件費 4,895 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる生活道路



きる道路機能を確保し、市道管理の充実を図る。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

路上に放置された車両の所有者を調査し、道路の安全管理に努める。また、所有者不明の場合警察官立ち合 市道に放置された車両の処分（随時）
いで撤去する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

放置車輌未発生率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 路上に放置された車両を撤去する。 直接 放置車両未発生率 % 0 100

令和 4年度 路上に放置された車両を撤去する。 直接 放置車両未発生率 ％ 100

令和 5年度 路上に放置された車両を撤去する。 直接 放置車両未発生率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

放置車輌撤去委託料 0 放置車輌撤去委託料 0 0 放置車両撤去委託料 0 放置車両撤去委託料 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.16 0.13 0.13 0.16 0.16
正職員人件費 1,392 1,157 1,157 1,424 1,424

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,392 1,157 1,157 1,424 1,424
(11)単位費用

13.92千円／％ 11.57千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

日常の生活道路として、安全で快適に通行できるように車両等放置されないようパトロールを行う。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

放置車両の該当はなし。発生した場合は対応が必要となる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路への放置車両は道路管理者が処理する。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 放置車両の予防・発見のためにパトロールを行う。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

放置車両の該当なし
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,157 235 1,157 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

16.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 放置車両の該当がなかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 8.64

% 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和３年度の該当は無かったが、発生した場合には手続きが必要なため、現状通りとする。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 666 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 放置車両の処理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,157 千円 (うち人件費 1,157 千円）⑦事業費
総事業費 886 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を行います。 安全で快適に通行で



ます。 法定外公共物の草刈等の維持管理を行うとともに、将来的に道路とする必要性のない土地については、譲渡
施策目的・

(2)目的 事業目的 して効率的な財産管理を行う。
展開方向

法定外公共物の管理体制を確立し適切な維持管理･使用手続受付等・草刈り等の維持管理・境界確定等の財 草刈等、必要最小限の維持管理を行うほか、不用な法定外公共物は譲渡する。
産管理を行うとともに、道路が必要な箇所についてはこの用地を活用し整備する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

譲渡申請の出された物件を１００％譲渡する。 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 譲渡申請の出された物件を１００％譲渡する。 直接 譲渡件数／譲渡可能な申請件数 % 0 100

令和 4年度 譲渡申請の出された物件を１００％譲渡する。 直接 譲渡件数／譲渡可能な申請件数 ％ 100

令和 5年度 譲渡申請の出された物件を１００％譲渡する。 直接 譲渡件数／譲渡可能な申請件数 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

不動産鑑定料 420 不動産鑑定料 420 0 不動産鑑定料 420 不動産鑑定料 420
（３月補正） △130

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 420 合　　計 290 0 合　　計 420 合　　計 420
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 420 290 0 420 420

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.21 0.2 0.2 0.21 0.21
正職員人件費 1,827 1,780 1,780 1,869 1,869

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,247 2,070 1,780 2,289 2,289
(11)単位費用

22.47千円／％ 20.7千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

日常の生活道路、通路として、安全で快適に通行できるように維持管理を行う。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法定外公共物においても、日常の生活道路として通行できるよう維持管理を行こなう必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 維持管理は所有者の地方自治体が行うものであり、現段階で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 は市以外の実施はできない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 市の所有物であるため。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

払い下げの申請がなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 +∞
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,070 177 1,780 85.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

令和３年度は払い下げの申請がなかった。

7.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 払い下げの申請がなかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.83

% 10万円 0 +∞

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も法定外公共物を適正に維持管理し、払い下げについても基準等を遵守し業務を行っていく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 667 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 法定外公共物管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,200 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 4,525 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,070 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を行い



く親しみのある愛称を付たことで自分たちの住んでいる
施策目的・

(2)目的 装、街路灯のＬＥＤ化、サインのデザイン、街路樹の選定などを行うとともに、街路樹の適切な維持管理を 事業目的 町に愛着を持って頂くとともに、利用する市民や訪問者に必要な情報をわかりやすく正確に伝導する。
展開方向

行います。
主要道路の愛称について、道路愛称検討委員会に諮問し、これを受けて愛称を決定。 道路愛称の定着の推進
当該道路に愛称看板を設置するとともに、住宅地図や道路地図等に掲載依頼、ホームページ
への掲載等により広く愛称の定着を図る。　 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

広報や観光マップな等でのＰＲ 想定値 100当該年度
単位 数

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 道路愛称の定着 直接 愛称定着率 % 0 100

令和 4年度 道路愛称の定着 直接 愛称定着率 ％ 100

令和 5年度 道路愛称の定着 直接 愛称定着率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

道路愛称定着 0 道路愛称定着 0 0 道路愛称定着 0 道路愛称定着 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.03 0.03 0.06 0.06
正職員人件費 522 267 267 534 534

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 522 267 267 534 534
(11)単位費用

5.22千円／数 2.67千円／数 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民生活のふれあいの場である道路にわかりやすく、親しみのある愛称をつけ自分たちの住んでいる ●①事前確認での想定どおり
街に愛着を持つと共に商店会のマップや住宅地図等にも掲載を依頼し、道路を行き交う者に対し、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 必要かつ正確に情報伝達を行う事業である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

都市計画図の更新の際に道路愛称を掲載した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が市道の道路愛称の定着を推進していく

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

都市計画図の更新の際に道路愛称を掲載した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 267 255 267 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

48.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 都市計画図の更新の際に道路愛称を掲載した。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 37.45

% 10万円 37.45 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
日常生活に密着した市道について、市民、利用者等から愛着をもっていただき、道路の情報を知っていただくことは、行政への関心につながる 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
ので効果的な事業として今後も現状通り推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 668 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路空間の魅力化の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路愛称の定着化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 267 千円 (うち人件費 267 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

魅力ある快適な道路空間をつくるため、その地域や道路にふさわしい路面のインターロッキングブロック舗 市民生活のふれあいの場である道路に、わかりやす



みのある豊かなものとするために、車両・歩行者の安全を確保しながら街路樹を
施策目的・

(2)目的 装、街路灯のＬＥＤ化、サインのデザイン、街路樹の選定などを行うとともに、街路樹の適切な維持管理を 事業目的 守り育てる。
展開方向

行います。
街路樹の路線別特色に基づき適正・効率的に剪定、消毒、倒木・枯木処理、補植等を実施する。 桝内除草　18,000㎡

樹木剪定　1,805本
当該年度 樹木消毒　150本
執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　          　　　　　　　　                                                    
                　　　　　   
街路樹維持管理率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 街路樹の路線別特色に基づき適正・効率的に剪定、消毒、倒木・枯木処理、補植等を実施する。 直接 街路樹維持管理率（病害虫・支障枝等街路樹育成阻害要因の除去件数 % 0 100
／病害虫・支障枝等街路樹育成阻害要因の除去必要件数）

令和 4年度 街路樹の路線別特色に基づき適正・効果的に剪定、消毒、倒木・枯木処理、補植等を実施する。 直接 街路樹維持管理率（病害虫・支障枝等街路樹育成阻害要因の除去件数 ％ 100
／病害虫・支障枝等街路樹育成阻害要因の除去必要件数）

令和 5年度 街路樹の路線別特色に基づき適正・効率的に剪定、消毒、倒木・枯木処理、補植等を実施する。 直接 街路樹維持管理率（病害虫・支障枝等街路樹育成阻害要因の除去件数 ％ 100
／病害虫・支障枝等街路樹育成阻害要因の除去必要件数）

街路樹剪定により発生する剪定枝葉のリサイクル化、病害虫に対する散布薬剤量の減量化
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

剪定・消毒・桝内除草・倒木等処理 46,768 剪定・消毒・桝内除草・倒木等処理 48,732 45,096 剪定・消毒・桝内除草・倒木等処理 48,732 剪定・消毒・桝内除草・倒木等処理 48,732

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 46,768 合　　計 48,732 45,096 合　　計 48,732 合　　計 48,732
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 46,768 48,732 45,096 48,732 48,732

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.3 0.3 0.34 0.34
正職員人件費 2,958 2,670 2,670 3,026 3,026

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 49,726 51,402 47,766 51,758 51,758
(11)単位費用

497.26千円／％ 514.02千円／％ 477.66
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

安全で快適な道路機能の確保しながら都市環境の保全、景観の向上、潤いある生活環境の実現を目指して街路樹を管理育 ●①事前確認での想定どおり
成する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

計画的に剪定業務を行い、都市環境の保全、景観の向上、潤いある生活環境の実現を目指して街路樹の管理育成を行った
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ３か年に一度の基本剪定をベースに計画的に剪定を行ってい

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 自治会等の美化活動の内容と日程の調整を図る。 自治会が実施する道路パトロールや美化活動等で害虫や支障 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 枝の状況について情報提供をもらい、剪定時期等の調整を図 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 害虫防除の薬剤使用料の削減 適切な時期に剪定を実施するなどにより、農薬散布の減量に ●①想定どおり
□②生き物と共存している 努めた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

進行管理を適正に行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 51,402 △1,676 47,766 92.93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.37

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 進行管理を適切に行った。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.19

% 10万円 0.21 110.53

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
街路樹の特徴や路線別の課題に基づき、今後も剪定等を適正に行っていく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 671 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路空間の魅力化の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 街路樹の維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 51,402 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 19,496 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

魅力ある快適な道路空間をつくるため、その地域や道路にふさわしい路面のインターロッキングブロック舗 我孫子市の環境軸をより厚



率的・効果的な維持補修を行います。 街路灯の不具合を補修し、車両・歩行者の安全を確保する。また、安全上必要と思われる箇所に新規街路灯
施策目的・

(2)目的 事業目的 の設置を行う。
展開方向

パトロール及び市民からの通報等で発見された街路灯の不具合を補修するとともに、必要箇所に新規設置を 発見された街路灯の不具合を随時補修依頼を行う。新規設置箇所については、現地確認を行い対処する。
行う。 自治会が所有する街路灯については、自治会からの申し出を受け、移管要因が整っている物については、東
所有する街路灯が全てＬＥＤ化されている自治会に対しては、所有権を市に移管し、市で電気代や修繕等の 当該年度 京電力との事前確認・協議、自治会への周知・同意等を行い、随時移管を受けていく。
維持管理を行っていく。 執行計画 久寺家商店会が維持管理負担軽減により撤去する商店会街路灯（４４基）について、代替として久寺家通り

(3)事業内容 内　　容 一帯に街路灯を電柱共架で２３灯、ポール建柱による設置で３灯を新規設置する。
手賀大橋のライトアップを行う。
街路灯補修率（街路灯補修件数／街路灯補修依頼件数） 想定値 100当該年度

単位 %
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 発見された街路灯の不具合を随時補修する。 直接 街路灯補修率（街路灯補修件数／街路灯補修依頼件数） % 0 100

令和 4年度 発見された街路灯の不具合を随時補修する。 直接 街路灯補修率（街路灯補修件数／街路灯補修依頼件数） ％ 100

令和 5年度 発見された街路灯の不具合を随時補修する。 直接 街路灯補修率（街路灯補修件数／街路灯補修依頼件数） ％ 100

実態として市管理LED街路灯でも様々な現象（落雷による異常電圧、「自動点滅器」の故障（光感知部の汚れ）による昼間点灯
(7)事業実施上の課題と対応 状態、台風による塩害等）が起因して、耐用期間（照明持続時間約40000時間、約8～10年）内での故障が発生している。自治会 代替案検討 ○有 ●無

管理LED灯の市への移管は、必然的に管理灯数も増大することから、修繕に要する費用も多額になることが想定される。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

街路灯電気料 37,598 街路灯電気料 33,223 32,586 街路灯電気料 33,223 街路灯電気料 33,223
街路灯補修費 5,321 街路灯補修費 9,280 7,289 街路灯補修費 9,280 街路灯補修費 9,280
街路灯設置工事費 2,999 街路灯設置工事費 3,665 3,102 街路灯設置工事費 3,665 街路灯設置工事費 3,665
LED街路灯賃借料 14,218 LED街路灯賃借料 14,218 14,218 LED街路灯賃借料 14,218 LED街路灯賃借料 14,218
(債務負担28年～37年） (債務負担平成28年～令和7年） (債務負担平成28年～令和7年) (債務負担平成28年～令和7年)
自治会所有街路灯移管準備及び手続 0 自治会所有街路灯移管準備及び手続 0 自治会所有街路灯移管準備及び手続 0 自治会所有街路灯移管準備及び手続 0

＊ 【政策】久寺家通り街路灯設置工事 2,257 1,780
実施内容 手賀大橋ライトアップ電気代 540 0

(8)施行事項
費　　用 （３月補正）

街路灯電気料 △370
街路灯補修費 △1,860
街路灯設置工事費 △2,530

予算(決算)額 合　　計 60,136 合　　計 58,423 58,975 合　　計 60,386 合　　計 60,386
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 60,136 58,423 58,975 60,386 60,386

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.32 0.32 0.6 0.6
正職員人件費 5,220 2,848 2,848 5,340 5,340

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 65,356 61,271 61,823 65,726 65,726
(11)単位費用

653.56千円／% 612.71千円／% 618.23
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

交通の安全性及び快適性の確保の為、街路灯の設置が必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

防犯、交通安全に必要な街路灯の維持管理、新設を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 安全で快適な道路環境、機能を維持するため、道路管理者で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ある市が主導で進めていく必要があった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市へ移管しない自治会所有の街路灯は、設置費用や電気代を 道路パトロール以外に市民からの連絡を受け、街路灯の不点 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 補助する。 灯等の修繕対応が行えることから。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている LED化により省エネルギー化を図っている。 高照度、高耐久のＬＥＤ灯具を使用し、省エネルギー化を図 ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

街路灯の不具合を発見し、早急な修繕対応が行えたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 61,271 4,085 61,823 100.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

修繕、新設が当初予定灯数を下回ったため。

6.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 修繕、新設が当初予定していた灯数を下回ったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.16

% 10万円 0.16 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
交通の安全性や快適性の確保のため、今後も適正な維持管理を行っていく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 672 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 街路灯の新設及び維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 66,031 千円 (うち人件費 2,848 千円）⑦事業費
総事業費 76,227 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 61,271 千円 (うち人件費 2,848 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効



る生活道路 市民から寄せられる道路についての相談に対し、適切に対応していく。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

市民から道路に関する多岐に渡る相談を受付して、個別に問題解決を図る。 市民から、道路についての多種多様な相談を受付して、個別に問題解決を図る。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

相談処理率（相談件数／解決件数） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 相談に対し、適切に対応する 直接 相談処理率（相談件数／解決件数） ％ 0 100

令和 4年度 相談に対し、適切に対応する 直接 相談処理率（相談件数／解決件数） ％ 100

令和 5年度 相談に対し、適切に対応する 直接 相談処理率（相談件数／解決件数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

負担金補助及び交付金 5,711 負担金補助及び交付金 2,233 1,818 負担金補助及び交付金 2,233 負担金補助及び交付金 2,233
パートタイム会計年度任用職員(事務補 366 パートタイム会計年度任用職員(事務補 504 430 パートタイム会計年度任用職員(事務補 504 パートタイム会計年度任用職員(事務補 504
パートタイム会計年度任用職員(事務補 1,661 パートタイム会計年度任用職員(事務補 1,001 824 パートタイム会計年度任用職員(事務補 1,001 パートタイム会計年度任用職員(事務補 1,001
パートタイム会計年度任用職員(事務補 477 （予備費充用）

パートタイム会計年度任用職員(事務補 58

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,215 合　　計 3,796 3,072 合　　計 3,738 合　　計 3,738
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,215 3,796 3,072 3,738 3,738

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.52 1.37 1.37 1.52 1.52
正職員人件費 13,224 12,193 12,193 13,528 13,528

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 2,706 2,706

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,439 15,989 15,265 17,266 17,266
(11)単位費用

214.39千円／％ 159.89千円／％ 152.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

身近な道路に関する相談は、境界、路上への障害物など多種多様に寄せられる。これらは、すべて個別的であり、それぞ ●①事前確認での想定どおり
れに応じて適切に解決する事が望まれる。高齢者が多くなるにつれて、自分の家のまわりの道路についての相談が増加し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

要望に対して適切に対応したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路法に基づき市が対応する必要があるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民からの要望に適切に対応した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,989 5,450 15,265 95.47
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

25.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.63

％ 10万円 0.66 104.76

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路に関する相談への対応は市が行う必要があるため今後も原状どおり推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 674 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路に関する相談への対応 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 14 人 (換算人数 1.37 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,931 千円 (うち人件費 12,193 千円）⑦事業費
総事業費 12,691 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 15,989 千円 (うち人件費 12,193 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわ



行います。 道路の破損箇所を支障ない状態に補修するとともに、史跡・文化財などの各ポイントをつなぐ道路のイメー
施策目的・

(2)目的 事業目的 ジアップを図る。
展開方向

安全で快適に通行できる道路機能を確保するため、舗装や路面排水施設等の維持補修を行う。実施にあたっ 安全で快適に通行できる道路を確保するため、道路の維持補修を行う。
ては、道路占用工事と調整して、より効果的な維持補修を行う。    舗装修繕工事           　     4月～ 3月　　 西原地下道歩道ゲート新設工事4月～ 3月 　

当該年度    路面排水施設修繕工事        　4月～ 3月　 　高野山地先雨水管経過観察　　4月～ 3月
執行計画 　 緊急維持修繕工事          　  4月～ 3月  　 空洞復旧工事　　　　　　　　4月～ 3月　　

(3)事業内容 内　　容    市道及び駅周辺道路清掃委託　　4月～ 3月
　 側溝維持工事　　　　　　　　　4月～ 3月
年間予定している道路維持修繕整備率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 99

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 維持補修工事の発注および完了 直接 年間で予定している道路の維持修繕工事の進捗率 % 100 100

令和 4年度 維持補修工事の発注および完了 直接 年間で予定している道路の維持修繕工事の進捗率 % 100

令和 5年度 維持補修工事の発注および完了 直接 年間で予定している道路の維持修繕工事の進捗率 % 100

道路施設の老朽化が進み、舗装の全面打ち替えや道路排水施設の全面改修等、大幅な対策が必要になっている一方で、道路が市
(7)事業実施上の課題と対応 民の生活に密接に関係することから、非常に多くの維持修繕要望がよせられている。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印紙代・不動産鑑定料・登記手数料 1,610 道路整備測量委託 1,000 506 道路整備測量委託 1,000 道路整備測量委託 1,000
道路整備測量委託 1,000 道路整備調査設計委託 1,000 572 道路整備調査設計委託 1,000 道路整備調査設計委託 1,000
道路整備調査設計委託 1,000 物件移転補償費 3,968 1,916 物件移転補償費 2,600 物件移転補償費 1,000
道路隅切・待避用地取得 1,000 舗装修繕工事 66,203 66,182 舗装修繕工事 66,204 舗装修繕工事 66,204
物件移転補償費 2,600 路面排水施設修繕工事 22,917 22,909 路面排水施設修繕工事 22,918 路面排水施設修繕工事 22,918
舗装修繕工事 66,204 緊急維持修繕工事（12ヶ月） 71,297 71,274 緊急維持修繕工事（12ヶ月） 71,298 緊急維持修繕工事（12ヶ月） 71,298
路面排水施設修繕工事 22,918 雨水管渠補修工事 10,186 10,183 雨水管渠補修工事 10,186 雨水管渠補修工事 10,186

実施内容 緊急維持修繕工事（12ヶ月） 71,298 街路樹桝設置工事 2,547 2,546 街路樹桝設置工事 2,548 街路樹桝設置工事 2,548
雨水管渠補修工事 10,186 側溝維持工事 10,073 10,070 側溝維持工事 10,074 側溝維持工事 10,074

(8)施行事項
費　　用 街路樹桝設置工事 2,548 ＊ 市道舗装修繕工事 54,300 54,287 ＊ 市道空洞復旧工事 2,266 ＊ 市道舗装修繕工事 90,000

側溝維持工事 10,074 ＊ 市道空洞復旧工事 3,025 3,025 ＊ 高野山地先雨水管経過観察 0 ＊ 高野山地先雨水管経過観察 0
＊ 市道舗装修繕工事 45,000 ＊ 高野山地先雨水管経過観察 0 0 ＊ （繰越明許）市道舗装修繕工事 100,000
＊ 市道空洞復旧工事 2,640 ＊ 西原地下歩道ゲート新設工事 30,866 26,113
＊ 西原地下道歩道ゲート修繕 12,873 ＊ 12月減額補正 △4,753
＊ 高野山地先雨水管対応検討 0 ＊ ADPECシステム移行作業費（基幹システ 132 0

（Ｒ１繰）道路隅切：消耗品費・手数料 6,916 ＊ 12月減額補正 △132
＊ （Ｒ１繰）舗装修繕工事 26,603 繰越明許）物件移転補償費 1,337 1,337

＊ 市道舗装修繕工事（3月増額補正） 100,000 0
＊ （R3→R4繰越）

予算(決算)額 合　　計 284,470 合　　計 373,966 270,920 合　　計 290,094 合　　計 276,228
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 63,000 充当率 90 ％ 68,300 68,300 充当率 90 ％ 72,000 充当率 90 ％ 72,000

(9)財源内訳
一般財源 221,470 305,666 202,620 218,094 204,228

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.41 1.42 1.42 1.41 1.41
正職員人件費 12,267 12,638 12,638 12,549 12,549

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 296,737 386,604 283,558 302,643 288,777
(11)単位費用

2,967.37千円／％ 3,866.04千円／％ 2,864.22
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市が認定している道路（市道）は、令和２年４月現在で約５２６kmとなっているが、その大半は整備から３０年以 ●①事前確認での想定どおり
上が経過して施設の老朽化が進み、舗装の全面打ち替えや道路排水施設の全面改修等、大幅な対策が必要となっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、道路は市民の生活に密接に関係することから、騒音・振動の原因になっている段差の解消、路面排水の民地への流 ○要
   背景は？(事業の必要性) 入防止など、非常に多くの維持修繕要望がよせられ、その対応を迫られている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

多くの維持管理要望に対し、安全に通行できる道路機能を確保したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

維持補修及び住民要望に対し、概ね良好に行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 386,604 △89,867 283,558 73.35
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

繰越明許したため。
（国の補正予算成立により、3月補正したため。）

△30.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 繰越明許したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 （国の補正予算成立により、3月補正したため。）

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

% 10万円 0.04 133.33

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 675 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路の維持補修 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 290,284 千円 (うち人件費 12,638 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 386,604 千円 (うち人件費 12,638 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を



補修を行います。 現道の支障箇所を早急に発見・解消し、車両・歩行者の安全を確保する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

市道の構造を保全し、円滑な通行を確保するために行う 定期パトロール（年４回）　
状況調査パトロール（年２回）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当該年度 その他パトロール（適宜、台風等の発生後に随時）
執行計画

(3)事業内容 内　　容

パトロール実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現道の支障箇所を早急に発見して車両・歩行者の安全を確保する。 直接 パトロール実施率　　（パトロール実施件数／パトロール実施予定件 % 0 100
数）

令和 4年度 現道の支障箇所を早急に発見して車両・歩行者の安全を確保する。 直接 パトロール実施率　　（パトロール実施件数／パトロール実施予定件 ％ 100
数）

令和 5年度 現道の支障箇所を早急に発見して車両・歩行者の安全を確保する。 直接 パトロール実施率　　（パトロール実施件数／パトロール実施予定件 ％ 100
数）

市内総延長５２６ｋｍあることから、維持管理必要箇所の把握は困難であるが、パトロールの強化により、対応していきたい。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

道路パトロール 0 道路パトロール 0 0 道路パトロール 0 道路パトロール 0
パートタイム会計年度任用職員(技能員) 1,004 パートタイム会計年度任用職員(技能 520 448 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 520 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 520

員)0.25人 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 484 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 484
パートタイム会計年度任用職員(技能 484 0
員)0.25人

（３月補正）
実施内容 パートタイム会計年度任用職員(技能 △484

員)0.25人
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,004 合　　計 520 448 合　　計 1,004 合　　計 1,004
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,004 520 448 1,004 1,004

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.12 1.16 1.16 1.12 1.12
正職員人件費 9,744 10,324 10,324 9,968 9,968

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 1,003 1,003
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,748 10,844 10,772 10,972 10,972
(11)単位費用

107.48千円／％ 108.44千円／％ 107.72
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

安全に通行できる道路機能の確保及び排水等道路施設の維持を通じて快適な生活環境の実現 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安全に通行できる道路機能の確保及び排水等道路施設の維持のため、道路パトロールを実施した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路法第４２条の規定で定められているため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の なし
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 予定通りパトロールを実施することができた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年間計画どおり実施することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,844 △96 10,772 99.34
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

雇用予定の会計年度職員の募集に応募がなかったため、人員が確保でき
なかったため、人件費に余剰が出た。

△0.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 人員を確保し、適正な人数で目標地と同等以上の成果を

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 上げる。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.92

% 10万円 0.93 101.09

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
定期的に道路パトロールを実施し、通行上の危険個所の把握、迅速な補修等を行うことで道路通行の安全確保を図ることができるので、今後と 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
も現状通り推進していく必要がある。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 677 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路パトロール 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 20 人 (換算人数 1.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,328 千円 (うち人件費 10,324 千円）⑦事業費
総事業費 8,856 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,844 千円 (うち人件費 10,324 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持



を行います。 市道道路区域等の情報を明示するため、道路法により定められている道路台帳を整備し、修正等の台帳管理
施策目的・

(2)目的 事業目的 を行う。
展開方向

市道の区域確定・認定・廃止・供用開始等の区域について、道路台帳の修正を行う。 ９月議会で市道の認定や廃止する部分及び過年度工事分・積み残し分の台帳修正を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

変更等路線の修正率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 変更等路線の修正１００％ 直接 道路台帳修正箇所／区域変更等の箇所 % 0 100

令和 4年度 変更等路線の修正１００％ 直接 道路台帳修正箇所／区域変更等の箇所 100

令和 5年度 変更等路線の修正１００％ 直接 道路台帳修正箇所／区域変更等の箇所 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

道路台帳修正委託料 10,967 道路台帳修正委託料 11,209 10,670 道路台帳修正委託料 11,210 道路台帳修正委託料 11,210

（３月補正） △539

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10,967 合　　計 10,670 10,670 合　　計 11,210 合　　計 11,210
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,967 10,670 10,670 11,210 11,210

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.25 0.25 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 2,225 2,225 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,577 12,895 12,895 13,880 13,880
(11)単位費用

135.77千円／％ 128.95千円／％ 128.95
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路法で定められている台帳整備。道路維持管理の基礎資料として必要な事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新規認定路線や区域変更のあった道路台帳修正を迅速かつ適正に行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路法で道路管理者である市が道路台帳の調整及び保管を定

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 められているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定どおり事業を進められたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,895 682 12,895 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.78

% 10万円 0.78 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路法により、市が調整をして道路台帳を整備及び保管が定められているため、原状どおり推進する。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 678 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路台帳の修正 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,435 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 12,840 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,895 千円 (うち人件費 2,225 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修



。 市道に隣接する土地所有者が、市の土地との境界を明確にするために境界査定する。
施策目的・

(2)目的 事業目的 我孫子市が管理する公共基準点２０００点のうち未変換の７００点を世界測地２０１１に変換し、併せて台
展開方向

帳整理も行う。
境界を確定するには、隣接地所有者の立会いを求め同意が必要となります。また、事前に内部調査（他課） 申請があった場合、随時境界確定の立会いを実施する。
し関係者と打合せが必要となります。 世界測地２０１１に変換するための準備を行う。
未変換の公共基準点を、世界測地２０１１に変換する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

境界査定確定率 想定値 100当該年度
基準点調査率 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 官民境界を確定し不調・保留に至らないようにする。 直接 境界査定確定率 % 0 100
既存の基準点を調査して変換に向けた準備を行う。 基準点調査率

令和 4年度 官民境界を確定し不調・保留に至らないようにする。 直接 境界査定確定率 ％ 100
令和３年度に実施した調査に基づいて１、２級の変換業務を実施する。 基準点変換率

令和 5年度 官民境界を確定し不調・保留に至らないようにする。 直接 境界査定確定率 ％ 100
令和３年度に実施した調査に基づいて３級の変換業務を実施する。 基準点変換率
境界の確定業務には専門的な知識・経験が必要

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

道路区域確定委託料 4,400 道路区域確定委託料 4,400 2,041 道路区域確定委託料 4,400 道路区域確定委託料 4,400
材料費（道路境界石等） 675 材料費（道路境界石等） 869 580 材料費（道路境界石等） 869 材料費（道路境界石等） 869

＊ 世界測地2011変換業務（検討・準備） 0 ＊ 【政策】世界測地2011変換業務（事前 2,585 2,585 ＊ 【政策】世界測地2011変換業務（１級・ 35,000 ＊ 【政策】世界測地2011変換業務（３級） 25,000
調査）
（予備費充用）
材料費（道路境界石等） 2,164
（３月補正）

実施内容 道路区域確定委託料 △1,830

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,075 合　　計 8,188 5,206 合　　計 40,269 合　　計 30,269
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,075 8,188 5,206 40,269 30,269

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.45 0.45 0.26 0.26
正職員人件費 2,262 4,005 4,005 2,314 2,314

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,337 12,193 9,211 42,583 32,583
(11)単位費用

73.37千円／％ 121.93千円／％ 92.11
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市有財産を適正に管理処分するためには、個々の私有財産の境界を明確にする必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

速やかに官民境界確定が行われた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が国有財産の道路の管理義務があるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対し迅速にかつ正確に対応した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,193 △4,856 9,211 75.54
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染対策により、申請件数の減少があり、事務の処
理数が減ったため、予算執行額が減少した。

△66.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染対策により、申請件数の減少が

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 あり、事務の処理数が減ったため、予算執行額が減少し

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.82 た。

% 10万円 1.09 132.93

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 679 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路境界の査定 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,974 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,193 千円 (うち人件費 4,005 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を行います



・効果的な維持補修を行います。 道路の維持管理を行うため、道路幅員や埋設管情報、境界査定情報を電算化し、維持管理しやすく簡単に情
施策目的・

(2)目的 事業目的 報提供できるようにする。
展開方向

道路台帳や査定資料等を電算化した道路管理情報システムへ、新たに認定された道路や境界査定した道路の 道路認定、区域変更等や境界査定に伴う情報をシステム内にデータ投入し、できるだけ最新の情報を提供す
情報を入力し、市民や事業者に情報を提供する。 る。
令和３年１２月に道路台帳図等の統合型ＧＩＳの運用を実施し、道路台帳図、路線網図、公共基準点をＨＰ 当該年度 令和３年１２月より統合型ＧＩＳの運用を開始する。
公開する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

認定路線等件数＋道路境界確定件数/データ投入件数　１００％ 想定値 100当該年度
調査件数/７００×１００　　　　　　　　　　 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認定路線等件数＋道路境界確定件数/データ投入件数　１００％ 直接 認定路線等件数＋道路境界確定件数/データ投入件数　１００％ % 100 100
基準点の現状確認を行い。新設、復元、廃止等の振るいわけを行う。 調査件数/７００×１００　　　　　　　　　　

令和 4年度 認定路線等件数＋道路境界確定件数/データ投入件数　１００％ 直接 認定路線等件数＋道路境界確定件数/データ投入件数　１００％ % 100
道路台帳、公共基準点のデーター抽出

令和 5年度 認定路線等件数＋道路境界確定件数/データ投入件数　１００％ 直接 認定路線等件数＋道路境界確定件数/データ投入件数　１００％ % 100
統合型ＧＩＳの参入（道路台帳、公共基準点）
統合型ＧＩＳ移行へ向けて委託業者等との協議、進行状況確認、移行データの内容確認について時間を有される。　

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 287 消耗品(コピー用紙） 287 289 消耗品(コピー用紙) 287 消耗品(コピー用紙） 287
道路情報管理システム保守点検・更新委 2,335 道路情報管理システム保守点検・更新 2,357 1,509 印刷製本費(河川占用コピー代) 2 印刷製本費(河川占用コピー代) 2
道路情報管理システム賃借料 203 委託料 GISデータ更新委託料 GISデータ更新委託料
図書複写料 2 道路情報管理システム賃借料 203 152 道路台帳図面等デジタル化業務委託 道路台帳図面等デジタル化業務委託

＊ 統合型ＧＩＳシステムの導入検討 0 ＊ 印刷製本費(河川占用コピー代) 2 2
【政策】統合型ＧＩＳ導入に伴う 605 605
データ移行

実施内容 （３月補正）
道路情報管理システム保守点検・更新 △847

(8)施行事項
費　　用 委託料

予算(決算)額 合　　計 2,827 合　　計 2,607 2,557 合　　計 289 合　　計 289
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,827 2,607 2,557 289 289

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 0.37 0.37 0.32 0.32
正職員人件費 2,784 3,293 3,293 2,848 2,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,611 5,900 5,850 3,137 3,137
(11)単位費用

56.11千円／％ 59千円／％ 58.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路情報の提供は、道路法第２８条に定められており、道路課の窓口へ市道の確認、幅員、埋設状況、境界査定など道路 ●①事前確認での想定どおり
情報について多くの方が調べに来ている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、その情報を紙ベースで管理すると膨大な量になり、維持管理しにくく情報提供にも時間がかかる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 現在の道路管理情報システムを統合型ＧＩＳに移行し、道路台帳、公共基準点、路線網図をＨＰ公開する事で、情報提供 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

を迅速に利便性を高めるとともに窓口負担の軽減を行う。 年度に発生した変更等をすべて更新できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路台帳の提供は道路管理者である市が行う事を道路法で定

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 められているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

閲覧・提供に対してすべて対応ができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,900 △289 5,850 99.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

年度途中で公開型GIS事業が稼働して、年度契約の更新業務委託が解約
となったため。

△5.15

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 公開型GISが稼働し、更新等の委託業務が年度途中で必

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 要なくなったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.69

% 10万円 1.71 101.18

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路台帳の提供は道路法で定められているため、今後も現状どおり推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 680 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路情報の提供（台帳、確定図の閲覧） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.37 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,747 千円 (うち人件費 3,293 千円）⑦事業費
総事業費 10,370 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,900 千円 (うち人件費 3,293 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的



す。 安全で快適に通行できる道路機能を確保していくため、効率的な維持管理を行う。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

道路管理区域内の清掃、草刈を適宜実施して、安全で快適な道路環境を確保する。 市道清掃  ４月～３月
市道草刈　４月～３月

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

道路清掃、草刈り業務執行率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 当該年度の業務執行率 直接 道路清掃、草刈り業務執行率 % 0 100

令和 4年度 当該年度の業務執行率 直接 道路清掃、草刈り業務執行率 % 100

令和 5年度 当該年度の業務執行率 直接 道路清掃、草刈り業務執行率 % 100

天王台駅前および我孫子駅前の広場において、大量のムクドリ等が集まり糞害が発生している。市民から多くの苦情が寄せられ
(7)事業実施上の課題と対応 ており、抜本的な対策が必要となっている。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市道清掃 12,209 市道清掃 13,396 13,190 市道清掃 13,396 市道清掃 13,396
市道草刈 12,012 市道草刈 9,632 12,758 市道草刈 12,862 市道草刈 12,862
布湖・布佐工区排水路清掃負担金 6,000 布湖・布佐工区排水路清掃負担金 6,000 6,000 布湖・布佐工区排水路清掃負担金 6,000 布湖・布佐工区排水路清掃負担金 6,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 30,221 合　　計 29,028 31,948 合　　計 32,258 合　　計 32,258
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 30,221 29,028 31,948 32,258 32,258

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.72 0.72 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 6,408 6,408 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 34,136 35,436 38,356 36,263 36,263
(11)単位費用

341.36千円／% 354.36千円／% 383.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路は、市民の生活に密接に関連しており、日常生活の中で安全で快適な道路環境の確保が求められている。 ○①事前確認での想定どおり
●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

例年道路清掃、草刈を依頼していた我孫子市シルバー人材センターへの依頼ができなくなったため、若干、計画的な道路
環境の確保を行うことができなくなった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が道路管理者であるため、積極的に快適な道路環境の確保

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行う必要性があると思われる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 道路管理者である市が行う。 ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特にありません。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 定期的に市内を巡回し、道路環境に配慮できるよう努めた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

道路環境への配慮として草刈、清掃等を実際に行っているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 35,436 △1,300 38,356 108.24
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.81

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

% 10万円 0.26 92.86

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路環境美化へ努めるため、道路草刈、道路清掃を随時行い流動的な道路環境の確保を行うことができたと思われる。 次年度より入札による業者選定を行い、より事業費の削減に努めていきたいところである。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 681 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路環境の維持(経常的経費） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 35,436 千円 (うち人件費 6,408 千円）⑦事業費
総事業費 17,736 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を行いま



の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を行います。 現場の支障箇所を早急に解消して車両・歩行者の安全を確保する。
施策目的・

(2)目的 事業目的 自治会清掃等で発生した残土を回収し処分する。
展開方向

市道舗装・排水側溝の小規模な補修、道路用地の草刈等。 苦情等で寄せられた支障箇所を迅速に改善する。
市道舗装面の陥没復旧・劣化等による剥離の補修、側溝等の破損による漏水対応、道路上の散乱物・倒木等 市民からの緊急依頼、課内パトロールに基づいて適切・迅速な対応を図る。
の交通障害物撤去、災害時の対応。 当該年度 自治会、市民からの要請に基づき対応を図る.
土木センターで行う排水側溝清掃及び自治会清掃で発生した残土を回収し処分を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

苦情等受付処理対応の土木センタ－緊急処理完了率（土木センタ－処 想定値 100当該年度
理対応完了件数／土木センタ－処理依頼総件数） 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現場の支障箇所・残土回収を早急に解消して車両・歩行者の安全を確保する。 直接 苦情等受付処理対応の土木センタ－緊急処理完了率（土木センタ－処 % 100 100
理対応完了件数／土木センタ－処理依頼総件数）

令和 4年度 現場の支障箇所・残土回収を早急に解消して車両・歩行者の安全を確保する。 直接 苦情等受付処理対応の土木センタ－緊急処理完了率（土木センタ－処 ％ 100
理対応完了件数／土木センタ－処理依頼総件数

令和 5年度 現場の支障箇所・残土回収を早急に解消して車両・歩行者の安全を確保する。 直接 苦情等受付処理対応の土木センタ－緊急処理完了率（土木センタ－処 ％ 100
理対応完了件数／土木センタ－処理依頼総件数）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

作業用機器消耗品・修理費 401 作業用機器消耗品・修理費 401 398 作業用機器消耗品・修理費 401 作業用機器消耗品・修理費 401
車両管理費（2tトラック、4tバキューム 3,427 車両等管理費（2tトラック、4tバキュー 2,881 2,494 車両等管理費（2tトラック、4tバキュー 2,881 車両等管理費（2tトラック、4tバキュー 2,881
道路補修用材料費 5,354 道路補修用材料費 5,376 4,054 道路補修用材料費 5,376 道路補修用材料費 5,376
合材加熱用プロパン他舗装用燃料費 50 合材加熱用プロパン他舗装用燃料費 49 81 合材加熱用プロパン他舗装用燃料費 49 合材加熱用プロパン他舗装用燃料費 49
自賠責保険料 160 自賠責保険料 114 101 自賠責保険料 107 自賠責保険料 107
パートタイム会計年度任用職員(技能員) 1,039 パートタイム会計年度任用職員(技能 1,039 895 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 958 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 958
土木センター施設整備工事費（予備費） 605 員)経験１年以降　0.5人 NHK放送受信料 15 NHK放送受信料 15

実施内容 NHK放送受信料 15 14 光熱費 240 光熱費 240
光熱費 240 240 施設修繕料 15 施設修繕料 15

(8)施行事項
費　　用 施設修繕料 15 0

備品購入費（エンジン・チェンソー） 32 32
年度任用職員(技能員)経験なし0.5人 967 0

車両購入費 4,426 4,185
（９月補正）
車両等管理費（じん芥車リース料） 251
（３月補正）
パートタイム会計年度任用職員(技能 △1,033
員)

予算(決算)額 合　　計 11,036 合　　計 14,773 12,494 合　　計 10,042 合　　計 10,042
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,036 14,773 12,494 10,042 10,042

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 5.58 5.26 5.26 5.58 5.58
正職員人件費 48,546 46,814 46,814 49,662 49,662

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 2,007 2,007
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 59,582 61,587 59,308 59,704 59,704
(11)単位費用

595.82千円／％ 615.87千円／％ 593.08
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路は、市民の生活に密接に関連しており、日常生活の中で安全で快適な道路環境の確保が求められている。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

道路の緊急補修依頼に迅速に対応した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内全域の市道補修を迅速に行い安全を確保した。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民による側溝清掃の残土回収を行っている。 市民による側溝清掃の残土回収を行った。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 維持補修を迅速に行ない、道路の走行性能を上げ、環境負担 維持補修を迅速に行い、道路の走行性能をあげた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 軽減に貢献する。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市道補修箇所での施設機能維持回復に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 61,587 △2,005 59,308 96.3
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.37

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.16

% 10万円 0.17 106.25

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
迅速に対応し、事故の発生を未然に防いでいるため今後も引き続き推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 682 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路の維持管理作業〈土木センター） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 16 人 (換算人数 5.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 62,369 千円 (うち人件費 46,814 千円）⑦事業費
総事業費 62,801 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 61,587 千円 (うち人件費 46,814 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設



持補修を行います。 安全で快適に通行できる道路が求められる。しかし、道路陥没等による原因で道路瑕疵事故が発生しており
施策目的・

(2)目的 事業目的 、被害者に道路賠償責任保険を適用して速やかに補償していく。また道路工事や道路瑕疵に起因する損害賠
展開方向

償請求事件訴訟にも対応する。
市道上で発生した道路瑕疵による事故について、被害者に道路賠償責任保険で補償する。また道路瑕疵によ 道路瑕疵による事故は、道路舗装版の破損、グレーチング破損等による車輌事故の発生が多く、これらの事
り発生した損害について、被害者からの損害賠償請求訴訟に対応する。 故に道路賠償責任保険により補償していく。特に交通量が多く、事故の多い、北新田地区の幹線市道などの

当該年度 道路パトロールを強化していく。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

道路瑕疵による事故処理率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 道路瑕疵による事故に速やかに対応し、被害者に補償する。 直接 道路瑕疵による事故処理率 ％ 100 100

令和 4年度 道路瑕疵による事故に速やかに対応し、被害者に補償する。 直接 道路瑕疵による事故処理率 ％ 100

令和 5年度 道路瑕疵による事故に速やかに対応し、被害者に補償する。 直接 道路瑕疵による事故処理率 ％ 100

道路瑕疵事故の発生を防ぐため、事故が多く発生する道路を重点的に、全市道路パトロールを実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

道路賠償責任保険料 2,500 道路賠償責任保険料 2,496 1,682 道路賠償責任保険 2,500 道路賠償責任保険 2,500
（９月補正） △809

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,500 合　　計 1,687 1,682 合　　計 2,500 合　　計 2,500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,500 1,687 1,682 2,500 2,500

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.37 0.32 0.32 0.37 0.37
正職員人件費 3,219 2,848 2,848 3,293 3,293

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,719 4,535 4,530 5,793 5,793
(11)単位費用

57.19千円／％ 45.35千円／％ 45.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路延長が530ｋｍにも及ぶ市道においては、道路の破損等により道路瑕疵事故が起こりうる状況である。事故発生が予 ●①事前確認での想定どおり
測つくような箇所には、定期的なパトロールを行っているが、全ての市道で道路瑕疵がなくなることは、難しい状況もあ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ るため、こうした事故への補償として、損害賠償保険は必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

瑕疵発生に対して迅速かつ適正に処理した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路瑕疵は国賠法で道路管理者である市が賠償対応すること

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が定められているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 法令で地方自治体が実施することを定めている。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
法令で自治体が実施することを定めている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

３件の事案が対応中であるため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 70 70
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,535 1,184 4,530 99.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札により、事業費が安価で契約されたため。

20.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 示談まで至っていない事案が３件あるため。

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

％ 10万円 △0.66 -∞

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路瑕疵に対して迅速かつ適正に対応する必要があるため、今後も現状どおり推進する。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 683 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路管理瑕疵の処理(訟務） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,348 千円 (うち人件費 2,848 千円）⑦事業費
総事業費 5,745 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,535 千円 (うち人件費 2,848 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維



リー化や 歩道の段差解消により安全で快適な歩行・車椅子通行帯の確保を行う。
施策目的・

(2)目的 、点字ブロックなどの安全施設の整備を進めるとともに、自転車走行空間の確保に努めます。 事業目的
展開方向

歩道のバリアフリー化を進めるため、歩道の段差解消や点字ブロック設置等の工事を行う。 福祉マップに位置づけられた箇所及びその他の箇所の整備を行う。　
４月～３月　　福祉マップによる工事

当該年度 ４月～３月　　その他の工事
執行計画

(3)事業内容 内　　容

バリアフリー歩道改良工事完了率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予定しているバリアフリー歩道改良工事を完了する。 直接 工事完了率 % 100 100

令和 4年度 予定しているバリアフリー歩道改良工事を完了する。 直接 工事完了率 ％ 100

令和 5年度 歩道の改良を進め歩行者の安全を確保する。 直接 事業進捗率 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

バリアフリー歩道改良（段差解消・点字 5,000 バリアフリー歩道改良（段差解消・点 5,000 4,990 バリアフリー歩道改良（段差解消・点 5,000 バリアフリー歩道改良（段差解消・点 5,000
駅前広場のバリアフリー化の検討 0 字ブロック・手摺他工事費 字ブロック・手摺他工事費 字ブロック・手摺他工事費

駅前広場のバリアフリー化の検討 0 駅前広場のバリアフリー化の検討 0 駅前広場のバリアフリー化の検討 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,000 合　　計 5,000 4,990 合　　計 5,000 合　　計 5,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,000 5,000 4,990 5,000 5,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.15 0.15 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 1,335 1,335 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,740 6,335 6,325 6,780 6,780
(11)単位費用

67.4千円／％ 63.35千円／％ 63.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

通勤、通学、買い物、諸活動に利用する歩道は、横断部分の段差や障害物があったり、高齢者、身体障害者等の方など誰 ●①事前確認での想定どおり
もが安心してして歩ける歩道としては不十分である。そのため、福祉マップに位置づけられた歩道の段差解消などバリア ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ フリー化は急務の課題である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

社会活動の拡大として高齢者、障がい者の参加が求められており、都市機能として多様な歩道整備を進める必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 障がい者団体と協議を行っている。 バリアフリー推進市民委員と協議した。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

活動結果として事業を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,335 405 6,325 99.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.58

% 10万円 1.58 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 684 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 徒歩・自転車交通の安全性・快適性の確保 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 バリアフリー歩道改良 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,335 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 人にやさしいまちづくり整備計

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徒歩や自転車交通の安全性と快適性を高めるため、歩道の段差解消や障害物の除去などのバリアフ



道の歩道を改修することにより、歩行者及び自転車利用者が安全で快適に通行できるようにする。
施策目的・

(2)目的 、点字ブロックなどの安全施設の整備を進めるとともに、自転車走行空間の確保に努めます。 事業目的
展開方向

歩行者及び自転車利用者が安全で快適に通行できるよう、我孫子隧道の改修を行う。　 4月～12月 　関係機関（占用物管理者、ＪＲ、近隣住民）調整を行い、整備手法を検討する。
南側取付け階段改修（階段勾配５１％を２５％に改修済）
〔１期工事分〕　北側取付け階段改修（階段勾配５４％を４７％に暫定改修済）　 当該年度
〔２期工事分〕　北側取付け階段改修（階段勾配４７％を２５％に改修） 執行計画

(3)事業内容 内　　容

対応策検討の進捗率 想定値 20当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との調整を行い、2期工事分（北側階段の改修）の方針を検討する。 直接 対応策検討の進捗率 % 20 20

令和 4年度 関係機関との調整を行い、2期工事分（北側階段の改修）の方針を検討する。 直接 対応策検討の進捗率 % 30

令和 5年度 関係機関との調整を行い、2期工事分（北側階段の改修）の方針を検討する。 直接 対応策検討の進捗率 % 40

北側階段の改修は、用地の確保やＪＲ構造物の移転等の課題が多く、多大な費用と時間を要することが予想されるため、我孫子
(7)事業実施上の課題と対応 駅脇の自由通路の計画に合わせ、今後の方針について検討する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 整備手法の検討 0 ＊ 整備手法の検討 0 0 ＊ 整備手法の検討 0 ＊ 整備手法の検討 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.01 0.01 0.02 0.02
正職員人件費 174 89 89 178 178

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 174 89 89 178 178
(11)単位費用

8.7千円／％ 4.45千円／％ 4.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子隧道内には、隧道と交差する市道と階段で取り付く歩道が整備されているが（１２時間通行量：歩行者515人、自 ●①事前確認での想定どおり
転車284人）、歩道を利用するために大きな迂回が必要なことと取付け階段が急なことから、特に自転車利用者の通行に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 支障をきたしている。このため、現状としては歩道が整備されていない本線の車道脇を通行する自転車等が多く（12時間 ○要
   背景は？(事業の必要性) 通行量：歩行者107人、自転車409台）、危険な状況となっている。また、我孫子隧道は、駅周辺における南北の往来施設 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

として、重要な役割を担っていることから、歩行者、自転車利用者が安全で快適に通行できるよう、歩道取付け階段の改 歩行者・自転車利用者の安全確保のため、情報収集及び関係機関との調整を継続していく。
修並びに本線車道脇への歩道整備が必要となっている。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

用地確保やJR構造物の移設等の課題が残る。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 89 85 89 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

48.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.47

% 10万円 22.47 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 686 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 徒歩・自転車交通の安全性・快適性の確保 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 我孫子隧道の歩道改修 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.01 人）
(1)事業概要

(当　初) 89 千円 (うち人件費 89 千円）⑦事業費
総事業費 152,998 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徒歩や自転車交通の安全性と快適性を高めるため、歩道の段差解消や障害物の除去などのバリアフリー化や 我孫子隧



の整備を進める。
施策目的・

(2)目的 、交差点の改良やカーブミラーなどの整備を進め、安全な交通環境をつくります。 事業目的
展開方向

カーブミラー・ガードレール・視線誘導標等の施設設置により、安全な交通環境の整備を行う。 カーブミラー・ガードレール・区画線・標識等の設置を行う。
４月～３月　　　要望箇所によるカーブミラー等安全施設の設置

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

交通安全施設工事完了率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 危険な箇所に交通安全施設を設置する。 直接 交通安全施設工事完了率 % 100 100

令和 4年度 安全な交通環境を確保する。 直接 交通安全施設工事完了率 ％ 100

令和 5年度 安全な交通環境を確保する。 直接 交通安全施設工事完了率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

交通安全施設設置費 31,239 交通安全施設設置費 30,487 30,290 交通安全施設設置費 30,756 交通安全施設設置費 30,756

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 31,239 合　　計 30,487 30,290 合　　計 30,756 合　　計 30,756
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 31,239 30,487 30,290 30,756 30,756

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.3 0.3 0.31 0.31
正職員人件費 2,697 2,670 2,670 2,759 2,759

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 33,936 33,157 32,960 33,515 33,515
(11)単位費用

339.36千円／% 331.57千円／% 329.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市の交通事故の発生件数は、増加傾向にありその対策がもとめられています。そのため安全な交通環境をつくる必 ●①事前確認での想定どおり
要があります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域事情に対応した交通環境の整備として安全対策を講ずる必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民の要望等に沿って交通安全施設を設置した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 33,157 779 32,960 99.41
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

リサイクル材の活用

2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.3

% 10万円 0.3 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民の要望等に基づき安全な交通環境を地域に提供する必要があるため、現状通り事業を推進する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 687 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 安全な交通環境の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 交通安全施設整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 33,157 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63502 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市内の交通事故件数を減少させるため、道路管理者や警察などの関係機関と連携し、適切な交通規制の実施 安全な交通環境をつくるため、交通安全施設



ロータリーの円滑な管理
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

我孫子市が管理している我孫子駅北口後田橋下をタクシー（6社及び個人タクシー組合：全74台）の待機場 納付書を発行し各タクシー会社から月々の使用料を徴収する。
所として貸し付け月々の使用料を徴収する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

使用料徴収率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 使用料を徴収する 直接 使用料徴収率 % 0 100

令和 4年度 使用料を徴収する 直接 使用料徴収率 ％ 100

令和 5年度 使用料を徴収する 直接 使用料徴収率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

上下水道使用料・電気代 163 上下水道使用料・電気代 163 161 上下水道使用料・電気代 163 上下水道使用料・電気代 163
トイレ清掃委託料 123 トイレ清掃委託料 124 124 トイレ清掃委託料 124 トイレ清掃委託料 124
供架料 6 タクシーモニターケーブル電柱共架料 6 6 タクシーモニターケーブル電柱共架料 6 タクシーモニターケーブル電柱共架料 6

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 292 合　　計 293 291 合　　計 293 合　　計 293
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △1,623 293 291 △1,622 293

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 1,915 □特会 ■受益 □基金 □その他 0 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 1,915 □特会 ■受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 870 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,162 1,183 1,181 1,183 1,183
(11)単位費用

11.62千円／％ 11.83千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

タクシー待機所である我孫子駅南北ロータリーを管理し円滑に利用する。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

円滑に利用が行われたため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 待機所の環境に配慮を行い、適切な施設整備の維持管理を行

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 なった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる なし □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウィルス感染拡大に伴い、令和３年度はタクシー待機所の使用料は全
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

額免除したため、
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,183 △21 1,181 99.83
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.81

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウィルス感染拡大に伴い、令和３年度はタク

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 シー待機所の使用料は全額免除したため、

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 8.45

% 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進

していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 689 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 我孫子北口タクシー待機場所管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,183 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を行います。 我孫子駅北口



や橋梁の耐震化などを進め、避難・輸 災害時に通行障害のある区間について通行規制を行い、利用者の危険回避を図るとともに早期に対策を講じ
施策目的・

(2)目的 送体系を確立するとともに、防災備蓄倉庫などの防災施設や備蓄品の整備を進めます。 事業目的 て道路機能の回復を図る。
展開方向

台風・大雨・積雪等の影響により通行障害のある区間について通行規制を行い、利用者の危険回避を図ると 台風・大雨・積雪等の影響により通行障害のある区間について通行規制を行い、交通の混乱および交通事故
ともに早期に障害対策を講じて、道路機能の回復を図る。 の発生を防止するとともに早期に対策を講じて、円滑な通行を確保する。

当該年度 4月～11月　大雨時　3回
執行計画 8月～10月　台風時　3回

(3)事業内容 内　　容 １2月～　2月　積雪及び路面凍結時　4回　

災害時の道路管理瑕疵にかかる損害賠償請求処理率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 災害時における利用者の安全確保および障害対策 直接 災害時の道路管理瑕疵にかかる損害賠償請求処理率 ％ 0 100

令和 4年度 災害時における利用者の安全確保および障害対策 直接 災害時の道路管理瑕疵にかかる損害賠償請求処理率 ％ 100

令和 5年度 災害時における利用者の安全確保および障害対策 直接 災害時の道路管理瑕疵にかかる損害賠償請求処理率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通行障害区間の通行規制 0 通行障害区間の通行規制 0 0 通行障害区間の通行規制 0 通行障害区間の通行規制 0
道路機能回復作業 0 道路機能回復作業 0 0 道路機能回復作業 0 道路機能回復作業 0
パートタイム会計年度任用職員(技能員) 1,004 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 479 447 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 479 パートタイム会計年度任用職員(技能員) 479

（予備費充用）
雪害対策委託料 1,034 1,034

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,004 合　　計 1,513 1,481 合　　計 479 合　　計 479
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,004 1,513 1,481 479 479

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.24 1.36 1.36 1.26 1.26
正職員人件費 10,788 12,104 12,104 11,214 11,214

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 1,003 1,003
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,792 13,617 13,585 11,693 11,693
(11)単位費用

117.92千円／％ 136.17千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路管理者は、その管理する道路において、台風・大雨・積雪等の影響により通行障害が予測される区間、または、通行 ●①事前確認での想定どおり
障害のある区間について通行規制を行い、交通の混乱および交通事故の発生を防止するとともに早期に障害対策を講じて ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、道路機能の回復を図る必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

災害による通行障害が予測される区間においては、事前に通行規制を行い道路交通の混乱、事故の発生を未然に防ぐ必要
がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施しなくてはならない。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市が直接実施することで迅速な対応が可能であり、高い実効
□その他 　促進された 性がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

災害時の瑕疵事案が発生しなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,617 △1,825 13,585 99.76
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△15.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 災害により通行障害が予測される区間においては、事前

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 に通行規制を行い、交通の混乱や事故の発生を未然に防

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.73 ぐことができた。

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
災害による通行障害が予測される区間においては、事前に通行規制を行い、交通の混乱や事故の発生を未然に防ぐため、原状どおり推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 692 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 避難・輸送体系の確立と防災施設の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路障害発生時（災害時）の規制、対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 21 人 (換算人数 1.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,583 千円 (うち人件費 12,104 千円）⑦事業費
総事業費 6,816 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,617 千円 (うち人件費 12,104 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

避難場所の指定や災害時の避難路、緊急輸送路となる幹線道路の確保



間の交通安全の確保及び犯罪を防止する。
施策目的・

(2)目的 会や自治会、警察署などと連携して空き地や空き家など死角になりやすい場所の把握・改善に努めるととも 事業目的
展開方向

に、防犯灯の設置や道路上の違反広告物の撤去などを行い、地域ぐるみで犯罪を生まない環境整備を進めま
地域における夜間の交通安全の確保及び、犯罪の防止を目的に街路灯を設置及び維持管理する町会、自治会 補助金交付申請書１２自治会へ送付→６月初旬、補助金交付申請書提出→７月初旬、補助金交付決定→８月
に補助金を交付する。また、補助金の見直しを行う。 上旬、実績報告提出→９月下旬、補助金等交付請求書・確定通知書送付→１０月上旬、１０月末に提出、　

当該年度 補助金交付→１２月。また、補助金の見直しを行い自治会へ周知徹底する。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

補助金交付団体数 想定値 12当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市だけで維持管理するには範囲が広いため、町会・自治会と連携を取り、夜間の交通安全の確保及び犯罪を防止する 直接 街路灯設置要望に対する補助申請処理率 ％ 0 100

令和 4年度 市だけで維持管理するには範囲が広いため、町会・自治会と連携を取り、夜間の交通安全の確保及び犯罪を防止する 直接 街路灯設置要望に対する補助申請処理率 ％ 100

令和 5年度 市だけで維持管理するには範囲が広いため、町会・自治会と連携を取り、夜間の交通安全の確保及び犯罪を防止する 直接 街路灯設置要望に対する補助申請処理率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

街路灯設置事業等補助金交付 4,608 街路灯設置事業等補助金交付 2,008 1,662 街路灯設置事業等補助金交付 1,500 街路灯設置事業等補助金交付 1,000
パートタイム会計年度任用職員(事務補 1,462 パートタイム会計年度任用職員(事務補 2,014 1,750 パートタイム会計年度任用職員(事務補 2,014 パートタイム会計年度任用職員(事務補 2,014
パートタイム会計年度任用職員(事務補 415
パートタイム会計年度任用職員(事務補 1,907

△300

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,392 合　　計 3,722 3,412 合　　計 3,514 合　　計 3,014
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,392 3,722 3,412 3,514 3,014

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.1 0.1 0.06 0
正職員人件費 522 890 890 534 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,914 4,612 4,302 4,048 3,014
(11)単位費用

445.7千円／件 384.33千円／件 358.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内には、約１３，９００灯の街路灯がありますが、市で管理するには広範囲であるため、約８２０灯を町会、自治会に ●①事前確認での想定どおり
維持管理をお願いしている。これにより、夜間の交通安全の確保及び犯罪の発生を事前に防ぐ。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

街路灯が道路を照らすことにより、通行人の安全を確保した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 街路灯設置補助金を交付し、自治会に道路の安全を確保して

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 もらうため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 申請書等を簡略化し、わかりやすくしている。 道路の安全を確保するために自治会が率先して道路パトロー ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ルを行い、必要な箇所に街路灯を設置し管理した。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ＬＥＤ化促進が進む中で、省エネに貢献している。 各自治会が率先してＬＥＤ設置を実施した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各自治会が率先して実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,612 4,302 4,302 93.28
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新設の申請が想定より少なかったため。

48.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新設の申請が想定より少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.17

％ 10万円 2.32 106.91

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
自治会や町会と連携し、夜間の交通安全の確保するため、必要不可欠である。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
自治会が管理している街路灯の管理移管を進めていくが、移管の意思がない自治会には引き続き補助金を交付していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 693 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 犯罪を生まない環境づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 街路灯補助金の交付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,912 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 34,761 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,612 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全安心アドバイザーによる防犯診断や防犯講習会を通じて、市民の防犯意識を高めます。また、防犯協議 夜



を保全し、一般交通の危険を防止するため。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

道路法による保安基準（車両の長さ、幅、高さ、総重量等）を超える車両については、車両制限令に基づき 適宜、迅速かつ適正に業務を執行する。
、道路管理者の許可が必要となる。申請に基づき、道路の構造、幅員等を考慮し、通行経路の変更や通行条
件を付し許可する。なお、道路管理者を異にする二以上の道路に係るものは、一つの道路管理者が他の道路 当該年度
管理者に協議し同意を得れば許可することができるとなっており、本市においては協議に対する回答・同意 執行計画

(3)事業内容 内　　容 が主となっている。

全件処理率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正に指導・調整し、事務処理を行う。 直接 許可件数／申請件数 % 100 100

令和 4年度 適正に指導・調整し、事務処理を行う。 直接 許可件数／申請件数 ％ 100

令和 5年度 適正に指導・調整し、事務処理を行う。 直接 許可件数／申請件数 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

申請・許可事務処理 0 申請・許可事務処理 0 0 申請・許可事務処理 0 申請・許可事務処理 0
パートタイム会計年度任用職員0.5 1,001 859 パートタイム会計年度任用職員0.5 1,001 パートタイム会計年度任用職員0.5 1,001

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 1,001 859 合　　計 1,001 合　　計 1,001
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 1,001 859 1,001 1,001

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.06 0.06 0.02 0.02
正職員人件費 174 534 534 178 178

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 174 1,535 1,393 1,179 1,179
(11)単位費用

1.74千円／％ 15.35千円／％ 13.93
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

申請に対して、道路法及び車両制限令に基づき、対応する必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

許可手続きについて、法を遵守し、遅延なく進めたため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が、許可の判定を行うため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 なし

＜その他の内容＞
法令等で道路管理者が実施することが定められている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

許可手続きについて、法を遵守し、遅延なく進めたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,535 △1,361 1,393 90.75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ なし ●不要

△782.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 なし

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.51

% 10万円 7.18 110.29

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路管理者である市が、許可判定を行う必要があるため、現状通り推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
随時マニュアルの更新に努めるとともに、必要に応じて他の担当者と申請内容や許可内容を共有し、通行による道路破損等や市民からの連絡が
あった場合の対応・連携が遅延なく行えるよう取り組んでいく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 695 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 車両制限の許可 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,535 千円 (うち人件費 534 千円）⑦事業費
総事業費 855 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効果的な維持補修を行います。 道路の構造



率的・効果的な維持補修を行います。 道路の本来の機能を妨げない範囲で、一般交通以外の目的で道路を使用することを許可・承認し、道路の使
施策目的・

(2)目的 事業目的 用の秩序の維持を図る。
展開方向

道路占用許可・道路工事施工承認・法定外公共物使用及び土木工事施工許可について申請者に対し、道路法 現在使用中の道路占用システム及び法定外道路に関する使用許可管理システムを継続的に活用し、道路占用
に基づき、指導調整を行い、許可書を発行する。 事務の効率化を図る。
許可・承認のとおり正しく工事が実施されたか検査し、道路占用料条例に基づき占用料の徴収を行う。 当該年度
また、道路占用台帳管理システムの中の地図機能を利用し、申請場所を管理することで申請場所の抽出や検 執行計画

(3)事業内容 内　　容 索を迅速に行えるようにし、完了検査やクレーム処理に対する事務の効率化を図る。

処理率（許可件数／申請件数） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正に指導・調整し、事務処理を行う。 直接 処理率（許可件数／申請件数） ％ 100 100

令和 4年度 適正に指導・調整し、事務処理を行う。 直接 処理率（許可件数／申請件数） ％ 100

令和 5年度 適正に指導・調整し、事務処理を行う。 直接 処理率（許可件数／申請件数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 38 消耗品費 37 37 消耗品費 38 消耗品費 38
道路占用システム保守点検委託料 462 道路占用システム保守点検委託料 462 462 道路占用システム保守点検委託料 462 道路占用システム保守点検委託料 462

＊ 道路占用システム改修 2,970 事務用備品購入費 60 60

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,470 合　　計 559 559 合　　計 500 合　　計 500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △75,530 △77,039 559 △78,500 500

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 79,000 □特会 ■受益 □基金 □その他 77,598 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 79,000 □特会 ■受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.93 0.65 0.65 0.93 0.93
正職員人件費 8,091 5,785 5,785 8,277 8,277

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,561 6,344 6,344 8,777 8,777
(11)単位費用

115.61千円／％ 63.44千円／％ 63.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路管理者以外が道路に関する工事や維持を行う場合及び工作物・物件・施設を設けて道路を使用する場合は道路法第２ ●①事前確認での想定どおり
４条及び第32条に基づき、道路管理者が審査し、許可、承認をしなければならない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、毎年、年間約１０００件の許可・承認事務を一括管理することにより、事務処理・文書管理の改善・効率化が図れ ○要
   背景は？(事業の必要性) る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

申請に対し適切に処理した

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路法に基づき、市が直接対応する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対市適切に処理した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,344 5,217 6,344 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

45.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.58

％ 10万円 1.58 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路法に基づき、今後も事業を進めていく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 696 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路占用申請等の許可・承認事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,345 千円 (うち人件費 5,785 千円）⑦事業費
総事業費 6,454 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,344 千円 (うち人件費 5,785 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効



ている都市計画道路３・４・１４号手賀沼公園・久寺家線の整 我孫子地区中心拠点へアクセスする路線として、国道６号から根戸新田・布佐下線へ南北をつなぐ幹線道路
施策目的・

(2)目的 備を完了させるとともに、３・５・１５号根戸新田・布佐下線の整備に合わせて、３・４・９号下ヶ戸・中 事業目的 を整備し、自動車の交通導線を公園坂通りから本路線へ移行、安全で利用しやすい道路づくりを目指す。
展開方向

里線と３・４・１０号青山・日秀線の整備を進めます。また、事故多発箇所や渋滞箇所については、安全施
我孫子都市計画道路事業は、我孫子地区内を円滑に移動できる道路網を整備するため、国道６号から根戸新 ○ ４月～３月　都市計画道路整備工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
田・布佐下線間全長１，２７０ｍのうち未整備区間の延長５２０ｍ（幅員：一般部１６ｍ・交差部１９ｍ）
の新設をする。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

整備進捗率 想定値 95当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 95

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 道路開通に向けた整備を進める。 直接 整備進捗率（工事進捗率） ％ 95 95

令和 4年度 整備を完了する。 直接 整備進捗率（工事進捗率） ％ 100

令和 5年度 － 0

早期の供用開始に向けて整備工事を進める。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 手数料 1,655 505 ＊ 手数料 553
令和４年度に繰越 △1,150 〔委託料〕
〔委託料〕 ＊ 交通量調査業務委託 6,765

＊ 完成式典業務委託 336 0 ＊ 国道３５６号引継図書等作成業務委託 2,607
令和４年度に繰越 △336 〔工事〕
〔工事〕（手賀沼公園側） ＊ 取付道路改修工事 7,106

＊ 道路工事費（継続2年目）（起債対象） 77,820 0 ＊ 信号機移設工事 11,407
実施内容 令和４年度に繰越 △67,454 〔令和３年度からの繰越分〕

〔工事〕（国道３５６号側交差点部） ＊ Ｒ３繰越分手数料 1,150
(8)施行事項

費　　用 ＊ 道路改良工事費（起債対象） 40,116 40,116 ＊ Ｒ３繰越分完成式典業務委託 336
〔工事〕 ＊ Ｒ３繰越分工事費 67,454

＊ 信号機移設工事（起債対象） 49,104 0 ＊ Ｒ３繰越分信号機移設工事費 49,104
令和４年度に繰越 △49,104 ＊ Ｒ３繰越分付帯工事費 35,818

＊ 付帯工事 44,458 8,640
令和４年度に繰越 △35,818

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 59,627 49,261 合　　計 182,300 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 36,100 36,100 充当率 0 ％ 129,000 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 23,527 13,161 53,300 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 1.1 1.1 0 0
正職員人件費 0 9,790 9,790 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 69,417 59,051 182,300 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 730.71千円／％ 621.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅から手賀沼公園へ向かう公園坂通りの自動車交通動線を本路線に分散し、安全で快適な交通空間を確保する必要 ●①事前確認での想定どおり
がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

まちづくりの面から必要性が高い幹線道路である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 都市計画法に基づく認可事業であるため、市が実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ・近隣の手賀沼公園の景観に配慮した樹種による街路樹整備 ・工事による建築廃材を適切に処理した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ・透水性ブロックによる歩道舗装整備によりヒートアイラン ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ド現象を緩和する

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

スケジュールに沿って工事を施工した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 95 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 69,417 △69,417 59,051 85.07
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

道路の開通が令和４年度となったため、繰越となった工事が発生した。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 道路開通に必要な工事を適正に施工した。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.14

％ 10万円 0.16 114.29

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 699 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 幹線道路の整備・改良 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 手賀沼公園・久寺家線の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 147,506 千円 (うち人件費 9,790 千円）⑦事業費
総事業費 2,100,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 69,417 千円 (うち人件費 9,790 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63102 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

中心拠点活性化の観点から、現在整備を進め



生活に密接にかかわる生活道路 下新木踏切の拡幅整備を行い、利用者の安全と利便性の向上を図るとともに、南北地区の連絡を強化する。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

下新木踏切及び踏切に接続する両側市道の円滑で安全な通行を確保するため、地権者交渉を行って順次市道 〇権利者交渉（権利者２件）　４月～３月
の拡幅用地を取得するとともに、歩道整備を行う。（延長２１０ｍ） 〇物件調査算定業務　４月～３月

当該年度 〇用地・補償契約　４月～３月
執行計画 〇土地交換契約　４月～３月

(3)事業内容 内　　容 〇電柱移設　４月～３月

契約した権利者数 想定値 2当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 用地を取得して歩道整備工事を行う。 直接 契約権利者数 件 0 2

令和 4年度 用地を取得して歩道整備工事を行い下新木踏切の拡幅工事を実施する。 直接 歩道整備延長 ｍ 210

令和 5年度 直接 箇所 0

下新木踏切道は交通量も多く、児童の通学路ともなっていることから、十分な安全対策を行いながら夜間や片側交互通行等での
(7)事業実施上の課題と対応 工事を実施する。市道拡幅部の用地確保については、権利者の合意を得られるよう継続して交渉を行う。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 地権者交渉 0 ＊ 交付金要望 0 ＊ 交付金申請 0
〔用地等の取得〕 ＊ 地権者交渉 〔道路整備工事〕

＊ 収入印紙代 1 0 〔用地等の取得〕 ＊ 道路整備工事（補助・起債対象） 10,000
令和３年度補正予算により減額 △1 ＊ 収入印紙代 6 ＊ 信号移設工事（補助・起債対象） 4,328

＊ 不動産鑑定・登記手数料 2,635 334 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 2,164 〔債務負担（Ｒ２～Ｒ７）〕
令和３年度補正予算により減額 △1,785 ＊ 物件調査業務委託料（再算定） 5,071 ＊ 用地取得費（買戻）（補助・起債対象） 12,210
令和４年度に繰越 △516 ＊ 電柱移設補償費（起債対象） 600 ＊ 物件移転補償費（買戻）（起債対象） 63,893

実施内容 ＊ 用地取得費（用地交換差額分） 1,500 0 〔債務負担（Ｒ２～Ｒ７）〕
令和３年度補正予算により減額 △1,500 ＊ 用地取得費（債務負担12,210千円）

(8)施行事項
費　　用 ＊ 物件移転補償費(債務負担63,893千円)

〔令和３年度からの繰越分〕
＊ 不動産鑑定・登記手数料 516

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 334 334 合　　計 8,357 合　　計 90,431
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 55 ％ 14,595
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 90 ％ 500 充当率 90 ％ 68,200

(9)財源内訳
一般財源 0 334 334 7,857 7,636

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 1.25 1.25 1.25 1.25
正職員人件費 0 11,125 11,125 11,125 11,125

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 11,459 11,459 19,482 101,556
(11)単位費用

0千円／＊＊ 5,729.5千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下新木踏切を有する市道００－０３３号線は、新木地区における南北の重要な横断動線となっており、新木布瀬線の整備 ●①事前確認での想定どおり
や新木駅南側土地区画整理事業が完了したことにより、通過交通量が増加しているとともに、南新木地区の人口が急増し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ている関係から、通学路として通行する児童が多い状況となっている。しかし、国道３５６号から下新木踏切部分は幅員 ○要
   背景は？(事業の必要性) が特に狭く、車両のすれ違いも困難な状況となっている。また、歩道が整備されておらず、歩行者には危険な状況となっ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ている。 道路交通及び通学路の安全性の確保のため、重要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 道路管理者である市が実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

地権者との交渉が進展せず、契約に至らなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,459 △11,459 11,459 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 地権者との交渉が進展せず、契約に至らなかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

件 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 701 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 下新木踏切道の改良 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 ■新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,261 千円 (うち人件費 11,125 千円）⑦事業費
総事業費 500,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 11,459 千円 (うち人件費 11,125 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の



北口にエレベータ ＪＲ各駅構外のエレベーター・エスカレーターや自由通路の安全性や快適性を高めるため、効果的な維持管
施策目的・

(2)目的 ー・エスカレーターを設置するとともに、我孫子駅と天王台駅では、自由通路の整備を検討します。また、 事業目的 理を行う。
展開方向

駅構内のエレベーターの設置を支援します。
〇駅施設の維持管理 ４月～３月　・自由通路（湖北・新木・布佐）の維持管理
・我孫子駅・天王台駅の南北口エレベーター・エスカレーターの維持管理 ４月～３月　・エレベーター、エスカレーター（全駅）保守点検
・湖北駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路の維持管理 当該年度 ４月～３月　・自由通路、エレベーター、エスカレーター清掃
・新木駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路、トイレの維持管理 執行計画 ４月～３月　・新木・布佐駅トイレ清掃（毎日）

(3)事業内容 内　　容 ・布佐駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路、トイレの維持管理 ４月～３月　・各駅老朽箇所修繕
〇駅修繕 ４月～８月　・我孫子・天王台駅コームプレート修繕
〇駅の利便性向上 駅維持管理箇所数 想定値 5当該年度

エレベーター・エスカレーターの点検箇所数 単位 箇所
活動結果指標 実績値 5我孫子駅（ＥＶ２・ＥＳＣ３）天王台駅（ＥＶ２・ＥＳＣ２）

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの点検・維持管理を行う。 直接 対応箇所数 箇所 5 5

令和 4年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの点検・維持管理を行う。 直接 対応箇所数 箇所 0

令和 5年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの点検・維持管理を行う。 直接 対応箇所数 箇所 0

駅構外バリアフリー施設については、設置から年数が経過し老朽化が進んでいるため、令和２年１０月に改定した我孫子市駅施
(7)事業実施上の課題と対応 設長寿命化計画（個別施設計画）及び包括管理受託者からの中長期修繕計画に基づき、修繕を実施していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 80 66 消耗品 80 消耗品 80
光熱水費 6,276 6,237 光熱水費 6,276 光熱水費 6,276
施設修繕料 11,979 11,848 施設修繕料 10,648 施設修繕料 8,921
通信運搬費 61 61 通信運搬費 61 通信運搬費 61
清掃委託料（常磐線・成田線全５駅） 14,892 114,731 清掃委託料（常磐線・成田線全５駅） 14,892 清掃委託料（常磐線・成田線全５駅） 14,892
防犯カメラ使用料 815 821 防犯カメラ使用料 815 防犯カメラ使用料 815

＊ 我孫子・天王台駅コームプレート修繕 8,294 8,294
実施内容 （令和２年度繰越明許）

天王台駅シャッター修繕 594 594
(8)施行事項

費　　用 （令和２年度事故繰越）
新木駅ＥＳＣピット修繕 3,826
（令和４年度繰越明許）
布佐駅床修繕工事 462 462
（予備費）
清掃業務委託 △6 △6
（流用）
防犯カメラ使用料 6 6
（流用）

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 47,279 143,114 合　　計 32,772 合　　計 31,045
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 7,400 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 39,879 143,114 32,772 31,045

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.58 0.58 0.58 0.58
正職員人件費 0 5,162 5,162 5,162 5,162

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 52,441 148,276 37,934 36,207
(11)単位費用

0千円／＊＊ 10,488.2千円／箇所 29,655.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多くの市民が利用する駅の自由通路及びバリアフリー施設の適正な維持管理は重要である。 ●①事前確認での想定どおり
また、駅施設の利便性向上は市民生活に必要なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自由通路・バリアフリー施設等の維持管理を適正に実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 多くの市民が利用する及びラチ外バリアフリー施設を適正に

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 維持するには、市が主導・主体で維持管理を行う必要がある
□その他 　促進された 。また、駅構内施設についても積極的に支援することで市民

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の利便性向上に繋がる。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 駅ポスター掲示等について市民活動の活性化に協力している 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 施設修繕時においては、極力省エネ化を図るよう努力してい 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

緊急対応を含め対象施設について適正な維持管理を行うことができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 52,441 △52,441 148,276 282.75
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

包括業務委託及び清掃委託等を実施し、適性な管理と事業費削減に取り組んでい 我孫子・天王台駅のＥＳＣ修繕料について繰越があったため。
る。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 我孫子・天王台駅のＥＳＣ修繕料について繰越があった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

箇所 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる統合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 事令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 703 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 駅施設のバリアフリー化の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 駅施設維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.58 人）
(1)事業概要

(当　初) 48,153 千円 (うち人件費 5,162 千円）⑦事業費
総事業費 101,515 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 52,441 千円 (うち人件費 5,162 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63403 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

誰もが安全で快適に駅施設を利用できるよう、新木駅では、自由通路を整備し、駅南口・



車禁止区域及び公共の場所において放置自転車を撤去し、歩行空間を確保する。
施策目的・

(2)目的 自転車のパトロール強化に取り組み、安全で快適な歩行者空間を創出します。 事業目的 自転車駐車場維持管理運営を行うことで、駅周辺での自転車の放置を防止する。
展開方向

〇放置自転車対策 ４月～３月　　　放置自転車の撤去・移送・保管・返還、市内１５箇所の自転車駐車場の管理運営
・放置自転車禁止区域及び公共の場所の放置自転車の撤去・移送・撤去後６０日保管 ６月～１２月　　我孫子駅北口自転車駐車場一時利用施設改修
〇自転車駐車場管理運営 当該年度 １０月～１１月　放置自転車クリーンキャンペーン
・市内１５か所の自転車駐車場の管理運営 執行計画 １月～３月　　　新年度の自転車駐車場利用者募集

(3)事業内容 内　　容 〇啓発活動
・自転車の放置抑止のためのパトロールの実施、自転車駐車場への利用誘導

自転車駐車場の利用率 想定値 80当該年度
（放置自転車返還台数：R1実績値２００台/想定値４５０台） 単位 %

活動結果指標 実績値 63

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用率 % 75 80
放置自転車返還台数目標値（445台）

令和 4年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用率 % 80
放置自転車返還台数目標値（440台）

令和 5年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用率 % 80
放置自転車返還台数目標値（435台）

新型コロナウイルスの感染拡大により、テレワーク等が推進されている状況が続けば、自転車駐車場の利用者数に影響が出る。
(7)事業実施上の課題と対応 ただし、代替となる施設・手法が無いため、引き続き業務を続けていく必要がある。 代替案検討 ●有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

自転車駐車場管理運営及び放置自転車 95,054 90,852 自転車駐車場管理運営及び放置自転車 95,914 自転車駐車場管理運営及び放置自転車 96,114
対策業務委託料 対策業務委託料 対策業務委託料

＊ （一時利用設備保守点検委託費） 660 660 賃借料（土地・設備） 58,476 賃借料（土地・設備） 58,476
賃借料（土地・設備） 58,476 58,476 還付金 600 還付金 600
還付金 600 540

＊ 我孫子駅北口自転車駐車場一時利用 6,160 4,620
＊ 設備設置工事

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 160,950 155,148 合　　計 154,990 合　　計 155,190
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 4,600 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 73,018 155,148 72,138 72,338

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 83,332 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 82,852 ■特会 □受益 □基金 □その他 82,852
換算人数(人) 0 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 0 6,230 6,230 6,230 6,230

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 167,180 161,378 161,220 161,420
(11)単位費用

0千円／＊＊ 2,089.75千円／% 2,561.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

放置自転車の撤去・移送を行うことで駅前の歩行者空間が確保できる。 ●①事前確認での想定どおり
自転車駐車場を適正に維持管理運営することにより、放置自転車を減少させ、駅前の歩行者空間が確保できる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自転車等駐車対策事業をシルバー人材センターに受託し、適正に事業を実施することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 自転車等駐車対策については、放置自転車の撤去・移送と放

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 置自転車の受け皿となる自転車駐車場運営を一体で実施する
□その他 　促進された ことで、駅前等の良好な歩行空間が確保できるものであり、

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 民間自転車駐車場がほぼ無い我孫子市においては、市が主導
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された して進める必要がある。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 管理運営業務については、地域市民が働く我孫子市シルバー 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 人材センターに委託している。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自転車は環境負荷低減のため、最も適した乗り物であり、一 自転車駐車場を運営することで、自転車利用が促進され、環 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 時利用施設等を運営することで環境負荷低減に貢献している 境負荷軽減にも貢献した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、外出が抑制され、自転車駐車場利用者
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 63 78.75

が想定よりも減少したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 167,180 △167,180 161,378 96.53
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

管理運営業務を一括して民間事業者に委託し削減を図っている。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により、外出が抑制さ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 れ、自転車駐車場利用者が想定よりも減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

% 10万円 0.04 80

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる統合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 711 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 自転車駐車場の利用促進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 自転車等駐車対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 167,180 千円 (うち人件費 6,230 千円）⑦事業費
総事業費 167,180 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

各駅周辺の自転車放置禁止区域内における歩行者等の安全を確保するため、自転車駐車場の利用促進や放置 放置自転



手段であるバス 高齢者や障害者の方が、気軽に外出できる支援策として、市内送迎バスを活用する。
施策目的・

(2)目的 路線の延長など、地域住民や公共交通事業者と連携し、バス輸送力と利便性の向上を図ります。また、市域 事業目的
展開方向

東側の新たな公共交通として、シャトルバスの導入について市内バス事業者等と協議していきます。
〇送迎バス事業者との協力 ４月～３月　送迎バス利用パスカード発行
・送迎バスを運行する事業者の施設以外の利用者であっても、利用できるよう協力をいただく。 ５月　　　　傷害保険入札
・送迎バス利用者の苦情や利用における問題に市が率先して対処する。 当該年度 １月～２月　送迎バス利用パスカード更新・事業者と協定書締結（隔年・送迎バスカード更新時）
・万が一の事故等の発生に備え、市が送迎バスの座席数に応じた傷害保険に加入する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 〇送迎バス利用パスカードの発行
・市内在住の高齢者（６５歳以上）及び障がい者に送迎バス利用パスカードを発行する。
・他課、他機関と協力し、利用希望者が気軽にカードが持て、送迎バスが利用できるよう取り組む。 利用可能な外出応援バス事業者数 想定値 10当該年度

単位事業者数
活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者数 10 10

令和 4年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者数 0

令和 5年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者数 0

近年、一部の利用者が事業者に対して過度な要求を行うなど、利用者のマナーに関する課題が発生している。利用者に対しては
(7)事業実施上の課題と対応 、本事業が事業者の厚意で成り立っていることを周知徹底していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

送迎バス利用傷害保険料 1,083 902 送迎バス利用傷害保険料 1,083 送迎バス利用傷害保険料 1,083
  座席数550席×1968円   座席数550席×1968円  座席数550席×1968円

印刷製本費
　送迎バス利用パスカード印刷

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 1,083 902 合　　計 1,083 合　　計 1,083
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 1,083 902 1,083 1,083

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.58 0.58 0.58 0.58
正職員人件費 0 5,162 5,162 5,162 5,162

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 6,245 6,064 6,245 6,245
(11)単位費用

0千円／＊＊ 624.5千円／事業者数 606.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が進む現状において、鉄道やバスなどの公共交通機関を補完するため、市民バスの運行に加え高齢者の移動手段を ●①事前確認での想定どおり
確保していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢化が進む現状に変わりはなく、引き続き高齢者の移動手段の確保が必要であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主催することにより送迎バス事業者の協力を得ることが

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 できている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 送迎バス事業者の厚意により実施されている事業である。 民間事業者と協力して事業に取り組んでいる。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自家用車以外での移動を推進することで環境負荷低減に貢献 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(事業者数)目標値(b)(事業者数) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(事業者数) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

引き続き、事業者からの協力が得られたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,245 △6,245 6,064 97.1
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

保険・パスカード作成については、協定上、市の義務となっているが、それ以外
は無償で実施している。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.16

事業者数 10万円 0.16 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる統合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 712 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 バスの輸送力と利便性の向上 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 事業者等の送迎バスの空席を活用した外出応援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.58 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,245 千円 (うち人件費 5,162 千円）⑦事業費
総事業費 6,201 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63402 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、駅や各施設への重要な交通



口にエレベータ 東日本旅客鉄道(株)が実施する駅構内のバリアフリー化・安全対策を支援することで、駅を利用する多くの
施策目的・

(2)目的 ー・エスカレーターを設置するとともに、我孫子駅と天王台駅では、自由通路の整備を検討します。また、 事業目的 市民の利便性向上及び安全に繋がる。
展開方向

駅構内のエレベーターの設置を支援します。
〇我孫子駅のバリアフリー化 ４月～３月　我孫子駅構内エレベーター工事
・令和２年１０月６日に締結した協定に基づき、全ホームエレベーター設置及びトイレ改修に関してJR東日 ４月～３月　我孫子・天王台駅のホームドア整備支援の検討
本に支援を行う。 当該年度
〇我孫子・天王台駅のホームドア設置支援 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・駅利用者の転落防止のため、東日本旅客鉄道（株）が整備するホームドアに関して、支援の方法を検討す
る。

我孫子駅ラチ内エレベータ整備進捗率 想定値 60当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 60

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子駅ラチ内ＥＶ整備進捗率 直接 当該年度進捗率 ％ 60 60

令和 4年度 我孫子駅ラチ内ＥＶ整備進捗率 直接 当該年度進捗率 ％ 80

令和 5年度 我孫子駅ラチ内ＥＶ整備進捗率 直接 当該年度進捗率 ％ 100

我孫子駅構内のＥＶ設置については、市民の多くが求めるものであることから、自由通路整備計画と切り離し、ＪＲ東日本と協
(7)事業実施上の課題と対応 力し、先行して整備することを検討していく。また、我孫子駅・天王台駅のホームドアに関しては、整備後の効果を考慮し、支 代替案検討 ○有 ●無

援を検討していく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 326,666 122,212 ＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 200,000 ＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 33,334
（起債・県補助対象） （起債・県補助対象） （起債・県補助対象）
（継続費　２年～５年） （継続費　２年～５年） （継続費　２年～５年）
設定金額560,000千円 設定金額560,000千円 設定金額560,000千円
（Ｒ２逓次繰越分126,666千円） ＊ 緩行線ホームドア整備支援検討 ＊ 緩行線ホームドア整備支援 120,000
（継続費２年目）

＊ 緩行線ホームドア整備支援検討
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 326,666 122,212 合　　計 200,000 合　　計 153,334
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 53,332
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 207,800 0 充当率 75 ％ 150,000 充当率 75 ％ 25,000

(9)財源内訳
一般財源 0 118,866 122,212 50,000 75,002

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.68 0.68 0.68 0.68
正職員人件費 0 6,052 6,052 6,052 6,052

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 332,718 128,264 206,052 159,386
(11)単位費用

0千円／＊＊ 5,545.3千円／％ 2,137.73
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅のラッチ内ＥＶ整備は、市民の多くが早期実現を望む事業であり、市としても市民生活向上のため、東日本旅客 ●①事前確認での想定どおり
鉄道（株）に対して積極的な支援を行っていく必要がある。また、ホームドアについては、近年、ホームから線路への落 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 下事故が増えていることを考慮し、整備主体であるJR東日本に支援を行っていく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

工事協定を締結し、工事に着手した。工事も順調に推移している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 駅バリアフリー施設の整備には、自治体の支援がなければ早

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 期実現が図れないものとなっている。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 国の指針により市の必要な支援が求められている。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
JR東日本が法令に基づき実施する。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
60 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

本格的な工事に着手し、着手後も工程表どおり推移している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 60 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 332,718 △332,718 128,264 38.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

工事費に対する負担分200,000千円は逓次繰り越しとなったため、想定
事業費未満となっている。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工事費ついて翌年度以降に逓次繰越となったため。

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

％ 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる統合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 716 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 駅施設のバリアフリー化の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 駅構内バリアフリー施設等の整備・支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.68 人）
(1)事業概要

(当　初) 332,718 千円 (うち人件費 6,052 千円）⑦事業費
総事業費 332,674 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63403 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

誰もが安全で快適に駅施設を利用できるよう、新木駅では、自由通路を整備し、駅南口・北



果的な維持補修を行います。 市内にある９９橋について、法令に基づき５年に１度の点検を継続的に行い、適切な維持管理を行う。また
施策目的・

(2)目的 事業目的 、橋梁長寿命化計画に基づき「予防保全」型の維持修繕を行い、効率的な橋の維持管理を目指すものである
展開方向

。
市内にある９９橋について、法令に基づく近接目視を伴う定期点検を、５年に１度の頻度で継続的に行う。 こ線橋４橋を含む３４橋の橋梁定期点検、船戸こ線人道橋・北新田７号橋の補修設計、白山こ線人道橋の修
また、橋梁長寿命化計画に点検結果を反映させるための更新を適宜実施するとともに、橋梁長寿命化計画に 繕工事（継続費２年目）
基づき、橋梁の修繕工事や設計を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

業務の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予定している事業を完了させる。 直接 業務の進捗率 ％ 100 100

令和 4年度 予定している事業を完了させる。 直接 業務の進捗率 ％ 100

令和 5年度 予定している事業を完了させる。 直接 業務の進捗率 ％ 100

橋梁の長寿命化に向け、継続的な予算確保が課題である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 橋梁定期点検（２１橋） 6,358 ＊ 橋梁定期点検（３４橋） 9,845 6,941 ＊ 橋梁定期点検（３９橋） 10,600 ＊ 橋梁定期点検 10,000
＊ 橋梁補修設計（我湖２号橋） 4,631 ＊ 橋梁補修設計（2橋） 4,268 4,268 ＊ 橋梁補修設計 8,000 ＊ 橋梁補修設計 8,000
＊ 橋梁補修工事（下沼田５号橋） 6,820 ＊ 橋梁補正設計（船戸）（R3→R4繰越） 17,400 0 ＊ 橋梁負担金（ＪＲ勢至前跨線橋点検） 5,456 ＊ 橋梁補修工事（北新田７号橋） 20,000
＊ 白山跨線人道橋修繕工事負担金 80,000 ＊ 橋梁負担金（ＪＲ跨線橋点検） 26,354 20,583 ＊ 橋梁補修工事（我湖２、４号橋） 44,000 ＊ 船戸こ線人道橋工事協議 0

【継続費】R2~4年 ＊ 白山跨線人道橋修繕工事負担金 66,000 4,218 ＊ 白山跨線人道橋修繕工事負担金 36,254
＊ 【継続費】R2~4年 ＊ 【継続費】R2~4年
＊ （逓次繰越） 80,000 80,000 ＊ （逓次繰越） 61,783

実施内容 ＊ （繰越明許）橋梁補修設計（船戸） 17,400

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 97,809 合　　計 203,867 116,010 合　　計 183,493 合　　計 38,000
国庫支出金 補助率 55 ％ 50,490 補助率 55 ％ 95,957 60,866 補助率 55 ％ 24,750 補助率 55 ％ 20,900
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 39,200 充当率 90 ％ 77,800 37,800 充当率 90 ％ 50,800 充当率 90 ％ 15,300

(9)財源内訳
一般財源 8,119 30,110 17,344 107,943 1,800

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.33 0.58 0.58 0.33 0.33
正職員人件費 2,871 5,162 5,162 2,937 2,937

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 100,680 209,029 121,172 186,430 40,937
(11)単位費用

1,006.8千円／％ 2,090.29千円／％ 1,211.72
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市で管理している橋梁の劣化、損傷について調査点検し、従来行われてきた損傷が大きくなってから対策を行う「 ●①事前確認での想定どおり
事後的な対応」ではなく損傷が大きくなる前に「予防的な対策」を行うことにより、橋の寿命を延ばし、コスト縮減を図 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

予防的な対策を行うため、橋梁の点検を行う必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

逓次繰越しているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 209,029 △108,349 121,172 57.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 逓次繰越しているため。 ●不要

逓次繰越しているため。

△107.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 逓次繰越しているため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

％ 10万円 0.08 160

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1550 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路用地と道路施設の適切な管理・維持補修 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 橋梁長寿命化修繕事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.58 人）
(1)事業概要

(当　初) 128,459 千円 (うち人件費 5,162 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 209,029 千円 (うち人件費 5,162 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、道路用地と道路施設の適切な管理や効率的・効



し、交通事故や渋滞のない安全な交通環境の推進を図る。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

信号処理による円滑な通行を確保するため、信号機設置が必要であり、これの要望を進めるとともに、交差 ４月～３月　　交差点検討
点の適正な形状について検証し、改良していくものである。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

進捗率 想定値 20当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 交差点の検討を行う。 直接 交差点検討の進捗率 % 10 20

令和 4年度 交差点の検討を行う。 直接 交差点検討の進捗率 30

令和 5年度 交差点の検討を行う。 直接 交差点検討の進捗率 ％ 40

隣接の市民農園や桃山公園駐車場の計画に併せ、交通動線などを検証し、事業を進める必要がある。道路拡幅に伴い、用地取得
(7)事業実施上の課題と対応 が必要であることから、その形状など検討を要する。 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 交差点検討（旧あやめ園） 0 ＊ 交差点検討（旧あやめ園） 0 0 ＊ 交差点検討（旧あやめ園） 0 ＊ 交差点検討（旧あやめ園） 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.12 0.12 0.06 0.06
正職員人件費 522 1,068 1,068 534 534

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 522 1,068 1,068 534 534
(11)単位費用

26.1千円／% 53.4千円／% 106.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当交差点周辺は市民農園や桃山公園などの施設への来訪者により、交通量の増加が見込まれるため、警察などと連携し、 ●①事前確認での想定どおり
適切な交通安全施設の整備や交差点の改良を行うものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

交通量の増加に伴い、適切な交通安全施設の整備や交差点の改良が求められている。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

交差点検討を進めることができなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 50
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,068 △546 1,068 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△104.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 交差点検討を進めることができなかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.87

% 10万円 0.94 50.27

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1790 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 高野山新田交差点改良 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,068 千円 (うち人件費 1,068 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる生活道路 交差点の安全性を検証



舗 道路環境美化に対する市民意識の高揚を計るとともに、市民と行政との協働による健康で快適なまちづくり
施策目的・

(2)目的 装、街路灯のＬＥＤ化、サインのデザイン、街路樹の選定などを行うとともに、街路樹の適切な維持管理を 事業目的 を推進する。
展開方向

行います。
道路の歩道及び駅前広場等の植樹帯の維持管理を市民の自主的な参加により行なうことで道路空間の魅力化 4月　備品、消耗品等の支給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
を図るとともに、関心を持つ市民を増やしていく。市としては、活動場所の確保や資材の貸し出し等支援を 随時団体募集　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　  
行う。 当該年度 3月  実施報告の提出依頼

執行計画
(3)事業内容 内　　容

団体数 想定値 20当該年度
単位 団体

活動結果指標 実績値 21

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との協議調整を行い、要綱を作成する 直接 団体数 団体 18 20

令和 4年度 道路環境美化に関心を持つ市民を増やす。 直接 団体数 団体 22

令和 5年度 道路環境美化に関心を持つ市民を増やす。 直接 団体数 団体 24

参加者の高齢化に対し、若い世代の参加を呼びかける。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

広報等による周知 0 広報等による周知 0 0 広報等による周知 0 広報等による周知 0
ボランティアの登録 0 ボランティアの登録 0 0 ボランティアの登録 0 ボランティアの登録 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.04 0.2 0.2 0.04 0.04
正職員人件費 348 1,780 1,780 356 356

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 348 1,780 1,780 356 356
(11)単位費用

17.4千円／団体 89千円／団体 84.76
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ボランティアで道路美化活動を行う団体を支援し、道路愛護意識の高揚、道路環境の向上及び地域住民の交流促進を図る ●①事前確認での想定どおり
必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各団体が趣旨に賛同し、活動を継続している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ボランティア団体へ参加団体としての登録を促す。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 参加する団体の活動に係る支援をする。 計２１団体、延べ３，０３６名が参加し、環境美化が進めら ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り れている。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 地球の環境に熟知している団体が取り組んでいる。 地域市民の自主性に基づいて地域に合った環境美化が進めら ●①想定どおり
□②生き物と共存している れている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(団体) 目標値(b)(団体) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(団体) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

企業との包括連携協定の締結に際し、環境保全の観点からアダプトプログラムに
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 21 95.24

賛同いただけたため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,780 △1,432 1,780 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ なし ●不要

△411.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 企業との包括連携協定の締結に際し、環境保全の観点か

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 らアダプトプログラムに賛同いただけたため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.12

団体 10万円 1.18 94.92

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ボランティア団体へ参加団体としての登録を促し、今後も継続して参加団体への支援及び新規登録を増やすための勧誘を進める。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1791 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 道路空間の魅力化の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路環境美化の活動支援（アダプトプログラム） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,780 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

魅力ある快適な道路空間をつくるため、その地域や道路にふさわしい路面のインターロッキングブロック



バス 地域が育み誰もが安心・安全・快適に利用できる公共交通を確立する。
施策目的・

(2)目的 路線の延長など、地域住民や公共交通事業者と連携し、バス輸送力と利便性の向上を図ります。また、市域 事業目的 既存公共交通を補完する市民バスを運行する。
展開方向

東側の新たな公共交通として、シャトルバスの導入について市内バス事業者等と協議していきます。 新たな公共交通による成田線沿線の公共交通拡充
〇地域公共交通協議会・交通会議の運営 ４月～３月　あびバス運行（年中無休）
・我孫子市の公共交通等の発展を目指した連携計画に代わる新たな公共交通のあり方の検討。 ４月～３月　我孫子市地域公共交通協議会開催（２～３回）
・バス通行における安全性と地域の実情に沿ったあびバス運行方法の検討。 当該年度 ４月～３月　新たな公共交通のあり方検討
・公共交通の利用促進等の新たな交通政策の検討。 執行計画 ４月～３月　ユニバーサルデザインタクシー導入支援

(3)事業内容 内　　容 ・地域公共交通計画の策定、移動円滑化基本構想の見直し ４月～３月　シャトルバス実証実験協議・開始時期検討
〇市民バスの運行 ４月～３月　地域公共交通計画・移動円滑化基本構想策定に係る調査
・地域が育み誰もが安心・安全・快適に利用できるあびバスの運行。 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 想定値 220,000当該年度
・バス老朽化等への対応策検討 単位 人

活動結果指標 実績値 171,552〇（仮称）シャトルバス等の運行支援

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 160,328 220,000

令和 4年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 220,000

令和 5年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 220,000

新型コロナウイルス拡大の影響により、利用者減及び運転手不足など民間公共交通事業者を取り巻く環境は非常に厳しいものと
(7)事業実施上の課題と対応 なっており、地域公共交通の維持確保していくためには、市の支援が必要不可欠なものとなっている。これらの現況を踏まえ、 代替案検討 ○有 ●無

地域公共交通が維持確保されるため計画の策定を進めていく必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委員報償費 126 53 委員報償費 126 委員報償費 126
我孫子市地域公共交通会議負担金 5,814 4,976 我孫子市地域公共交通会議負担金 6,014 我孫子市地域公共交通会議負担金 6,214
・需用費・事務費 ・需用費・事務費 ・需用費・事務費
・役務費 ・役務費 ・役務費
・旅費 ・旅費 ・旅費
・地域公共交通計画調査 ・地域公共交通計画調査 ・地域公共交通計画調査
・運転免許返納者優遇制度 ・運転免許返納者優遇制度 ・運転免許返納者優遇制度

実施内容 ・ユニバーサルデザインタクシー支援 ・ユニバーサルデザインタクシー支援 ・ユニバーサルデザインタクシー支援
＊ ・（仮称）シャトルバス運行事業 800 0 ＊ ・（仮称）シャトルバス運行事業 4,000 ＊ ・（仮称）シャトルバス運行事業 4,000

(8)施行事項
費　　用 印西市コミュニティバス負担金 3,475 3,183 印西市コミュニティバス負担金 3,475 印西市コミュニティバス負担金 3,475

市民バス運行業務委託 市民バス運行業務委託 市民バス運行業務委託
・新木地区 15,863 13,828 ・新木地区 15,861 ・新木地区 15,861
・船戸・台田地区 12,483 12,455 ・船戸・台田地区 12,483 ・船戸・台田地区 12,843
・栄・泉・並木地区 14,024 12,455 ・栄・泉・並木地区 14,024 ・栄・泉・並木地区 14,024
・布施地区 13,258 13,828 ・布施地区 13,258 ・布施地区 13,258
・根戸地区 11,224 10,663 ・根戸地区 11,224 ・根戸地区 11,224
土地賃借料 30 30 土地賃借料 30 土地賃借料 30

＊ 地域公共交通計画素案策定 ＊ 地域公共交通計画策定
＊ 移動円滑化基本構想改定 ＊ 移動円滑化基本構想改定

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 77,097 71,471 合　　計 80,495 合　　計 81,055
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 77,097 71,471 80,495 81,055

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.78 0.78 0.78 0.78
正職員人件費 0 6,942 6,942 6,942 6,942

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 84,039 78,413 87,437 87,997
(11)単位費用

0千円／＊＊ 0.38千円／人 0.46
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共交通等により市民の移動における利便性を確保することは重要な施策であり、既存交通の発展や新たな交通手段・対 ●①事前確認での想定どおり
策を検討し展開するためには、識者・交通事業者・市民・警察・国交省などが参加する我孫子市地域協議会・交通会議で ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 審議し、適正な方法を決定していくことが必要です。既存交通を保管するあびバスの運行方法についても、法令上、同協 ○要
   背景は？(事業の必要性) 議会・会議で検討していくことが最善となります。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

我孫子市地域公共交通協議会（交通会議）を開催し、市内交通政策について協議した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 協議会及び交通会議は、法令により公共交通の運行方法を決

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 定できる機能を有した機関であるため。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 地域住民・市内公共交通事業者が参加する我孫子市地域公共 市民が委員として参加し、地域の意見等を反映できるよう組 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 交通協議会・交通会議で事業を検討している。 織されている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 公共交通の利用を促進することで環境負荷低減に貢献してい 公共交通の利用を誘導することで環境負荷軽減につなげるこ ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 とができた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
160,328 220,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症感染拡大により、利用者が減少したため。
■④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 171,552 77.98
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 84,039 △84,039 78,413 93.31
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

市民バス運行については、民間に委託している。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症感染拡大により、利用者が減

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 261.78

人 10万円 218.78 83.57

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる統合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1829 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 バスの輸送力と利便性の向上 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 我孫子市地域公共交通協議会運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.78 人）
(1)事業概要

(当　初) 84,039 千円 (うち人件費 6,942 千円）⑦事業費
総事業費 83,995 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63402 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、駅や各施設への重要な交通手段である



かわる生活道路 平成１６年度から行われた高野山まちづくり事業で整備出来なかった部分の整備を行い、高野山地区内の円
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的 滑な通行を図る。
展開方向

地権者交渉を進めながら、道路拡幅工事を行う。　 地権者交渉　４～３月（１件）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

交渉進捗率 想定値 10当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地権者交渉を行い、事業への同意を得る 直接 交渉進捗率 ％ 10 10

令和 4年度 地権者交渉を行い、事業への同意を得る 直接 交渉進捗率 ％ 15

令和 5年度 地権者交渉を行い、事業への同意を得る 直接 交渉進捗率 20

高野山まちづくり事業の残された１件の整備であり、用地買収や物件補償契約を締結するため、市街地整備課との連携が必要で
(7)事業実施上の課題と対応 ある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 地権者交渉 0 ＊ 地権者交渉 0 0 ＊ 地権者交渉 0 ＊ 地権者交渉 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.07 0.16 0.16 0.07 0.07
正職員人件費 609 1,424 1,424 623 623

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 609 1,424 1,424 623 623
(11)単位費用

60.9千円／％ 142.4千円／％ 142.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成１６年度から高野山まちづくり事業で道路整備を進めてきたが、納税猶予などの問題により整備できなかった部分の ●①事前確認での想定どおり
猶予期間の完了に伴い、整備を行うものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高野山地区内の円滑な通行を図るために、高野山まちづくり事業で整備できなかった部分の整備を行う必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

交渉を進めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,424 △815 1,424 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△133.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.7

％ 10万円 0.7 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1889 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 市道２１－０３９号線（高野山地先）道路整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,424 千円 (うち人件費 1,424 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にか



・安心に通行できるよう、放射線量の低減を図る。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
市内の放射線測定結果に基づき線量の高い地域で小中学校・保育園・幼稚園周辺及び通学路を優先に側溝土 道路を安全・安心に通行できるよう、小中学校・保育園・幼稚園周辺及び通学路を優先に、放射線量が基準
砂の撤去・清掃等の道路の放射線量の低減化対策を実施する。 値を超えている側溝が発見された場合は、土砂の撤去・側溝清掃等を随時実施し放射線量の低減化を図る。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

放射線量の基準値以下道路の延長 想定値 526当該年度
単位 ㎞

活動結果指標 実績値 526

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 道路の放射線低減対策を実施し、道路上高さ１ｍで0.23マイクロシーベルト以下にする。 直接 放射線量の基準値以下道路の延長 ｋｍ 526 526

令和 4年度 道路の放射線低減対策を実施し、道路上高さ１ｍで0.23マイクロシーベルト以下にする。 直接 放射線量の基準値以下道路の延長 ｋｍ 526

令和 5年度 道路の放射線低減対策を実施し、道路上高さ１ｍで0.23マイクロシーベルト以下にする。 直接 放射線量の基準値以下道路の延長 ｋｍ 526

放射線量が基準値を超えていた箇所は土砂が溜まりやすいため、除染により基準値を下回っても再び、放射線量が高くなる可能
(7)事業実施上の課題と対応 性があるため、引き続き注意を払う必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 放射能低減対策委託料(予算は手賀沼課 0 ＊ 放射能低減対策委託料(予算は手賀沼課 0 0 ＊ 放射能低減対策委託料(予算は手賀沼課 0 ＊ 放射能低減対策委託料(予算は手賀沼課 0
で措置） で措置） で措置） で措置）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.03 0.02 0.02 0.03 0.03
正職員人件費 261 178 178 267 267

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 261 178 178 267 267
(11)単位費用

0.5千円／㎞ 0.34千円／㎞ 0.34
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民が安全・安心して通行できる道路とするため、放射線量を低減する必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

道路から規定値を超える放射線量が確認されなかった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 除染後も再び放射線量が高くなる可能性があるため引き続き
□その他 　促進された 推進していく。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｋｍ) 目標値(b)(ｋｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｋｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
526 526 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

今年度については道路から規定値を超える放射線量が確認できなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 526 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 178 83 178 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

31.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 295.51

ｋｍ 10万円 295.51 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1925 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公害や生活環境の悪化の防止 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 道路の放射能対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 178 千円 (うち人件費 178 千円）⑦事業費
総事業費 112,300 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 市民が道路を安全



どのバリアフリー化や 白山跨線人道橋を延伸することにより、第四小学校、白山中学校の児童、生徒や地元住民が安全で快適に通
施策目的・

(2)目的 、点字ブロックなどの安全施設の整備を進めるとともに、自転車走行空間の確保に努めます。 事業目的 行できるようにする。
展開方向

白山跨線人道橋前国道３５６号に押しボタン式信号が設置されているが、歩行者の待機場所が狭いため、地 白山跨線人道橋の延伸と交差点改良について、整備手法について検討や調整を行う。
元住民と協議を行いながら白山跨線人道橋の延伸や信号機の設置を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

人道橋の整備手法の検討進捗率 想定値 10当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 人道橋整備手法の検討・調整 直接 人道橋の整備手法の検討進捗率 ％ 10 10

令和 4年度 人道橋整備手法の検討・調整 直接 人道橋の整備手法の検討進捗率 ％ 15

令和 5年度 人道橋整備手法の検討・調整 直接 人道橋の整備手法の検討進捗率 ％ 20

JR東日本㈱、国道356号の管理者である柏土木事務所、警察署及び地権者との調整を踏まえ、検討が必要となる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 人道橋整備手法の検討・調整 0 ＊ 人道橋整備手法の検討・調整 0 0 ＊ 人道橋整備手法の検討・調整 0 ＊ 人道橋整備手法の検討・調整 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.07 0.07 0.05 0.05
正職員人件費 435 623 623 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 435 623 623 445 445
(11)単位費用

43.5千円／％ 62.3千円／％ 62.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

第四小学校、白山中学校の児童、生徒や地元住民が安全で快適に通行できるようにするために必要な事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安全で快適になる整備手法を検討する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

マンション住民との協議に進展がなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 623 △188 623 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△43.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.61

％ 10万円 1.61 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1970 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 徒歩・自転車交通の安全性・快適性の確保 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 白山跨線人道橋延伸整備及び信号機の設置 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 623 千円 (うち人件費 623 千円）⑦事業費
総事業費 1,397,660 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徒歩や自転車交通の安全性と快適性を高めるため、歩道の段差解消や障害物の除去な



めている都市計画道路３・４・１４号手賀沼公園・久寺家線の整 都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線を国道３５６バイパスとして県が整備を進めており、整備
施策目的・

(2)目的 備を完了させるとともに、３・５・１５号根戸新田・布佐下線の整備に合わせて、３・４・９号下ヶ戸・中 事業目的 が完了するとバイパスの交通量増加が見込まれる。集中する交通を分散させるために、３・４・１０号青山
展開方向

里線と３・４・１０号青山・日秀線の整備を進めます。また、事故多発箇所や渋滞箇所については、安全施 ・日秀線及び３・４・９号下ヶ戸・中里線の整備を行う。
千葉県が進めている国道３５６号我孫子バイパス（都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線）の整 〇不動産鑑定・登記事務　　　　　４月～３月
備進捗に合わせて、都市計画道路３・４・９号下ヶ戸・中里線の全長３，１４０ｍの内、未整備区間の延長 〇物件調査算定業務　　　　　　　４月～３月
１１０ｍ（幅員１６ｍ）及び３・４・１０号青山・日秀線間全長５，２６０ｍの内、未整備区間の延長５８ 当該年度 〇権利者との協議　　　　　　　　４月～３月
０ｍ（幅員１６ｍ）を整備する。 執行計画 〇事業用地取得　　　　　　　　　４月～３月

(3)事業内容 内　　容 〇管理等用地取得　　　　　　　　４月～３月
〇除斥金支払い　　　　　　　　　４月～３月
関係機関や権利者と協議・調整を行い、土地開発公社による用地先行 想定値 5当該年度
取得を行う。 単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関や権利者と協議・調整を行い、土地開発公社による用地先行取得を行う。 直接 事業用地取得 件 0 5

令和 4年度 事業用地の取得及び道路整備工事を進める。 直接 用地買収及び道路改良工事 ％ 50

令和 5年度 道路整備工事の実施 直接 整備進捗率（用地取得率＋工事進捗率） ％ 80

事業化に向けて関係機関との協議・調整は当然必要となり、地権者を含めた関係権利者の理解と協力を得なければならず、現体
(7)事業実施上の課題と対応 制での対応は不可能である。事業費の財源として国庫補助金の要望や申請手続きもあわせて必要となることから担当職員の増員 代替案検討 ○有 ●無

が必要不可欠である。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 補助金要望 0 ＊ 補助金要望 ＊ 補助金申請
〔用地等の取得〕 ＊ 補助金申請 〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｒ５）〕

＊ 擁壁等詳細設計業務委託料（起債対象） 21,188 3,200 〔用地等の取得〕 ＊ 用地取得費（買戻）（補助‣ 起債対象） 110,652
令和３年度補正予算により減額 △4,800 ＊ 収入印紙代 20 ＊ 物件移転補償費(買戻)(補助‣ 起債対象) 3,057
令和４年度に繰越 △13,188 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 21,897 〔整備工事〕

＊ 収入印紙代 8 0 ＊ 物件調査業務委託料 5,024 ＊ 道路工事費(2‣ 3工区)(補助‣ 起債対象) 50,000
＊ 不動産鑑定・登記等手数料 7,201 0 ＊ 除斥金（田地） 780

実施内容 ＊ 物件調査業務委託料 4,345 0 〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｒ５）〕
＊ 除斥金（田地） 280 0 ＊ 用地取得費（債務負担110,652千円）

(8)施行事項
費　　用 ＊ 管理用地等用地取得費（起債対象） 4,500 0 ＊ 物件移転補償費（債務負担3,057千円）

＊ 管理用地等物件補償費（起債対象） 2,000 0 ＊ 用地取得費（買戻）（補助・起債対象） 47,574
〔工事〕 ＊ 物件移転補償費(買戻)(補助‣ 起債対象) 507,132

＊ 用地維持管理工事費 1,223 0 〔整備工事〕
収入印紙代～用地維持管理工事費まで令 △19,557 ＊ 道路工事費(１工区)(補助・起債対象) 36,750
〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｒ５）〕 〔令和３年度繰越分〕

＊ 用地取得費（債務負担8,935千円） ＊ Ｒ３繰越分擁壁等詳細設計業務委託料（ 13,188
＊ 物件移転補償費（債務負担7,132千円）

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 3,200 3,200 合　　計 632,365 合　　計 163,709
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 50 ％ 295,728 補助率 50 ％ 81,854
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 2,800 2,800 充当率 90 ％ 277,900 充当率 90 ％ 73,600

(9)財源内訳
一般財源 0 400 400 58,737 8,255

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.95 0.95 0.95 0.95
正職員人件費 0 8,455 8,455 8,455 8,455

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 11,655 11,655 640,820 172,164
(11)単位費用

0千円／＊＊ 2,331千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線（国道３５６我孫子バイパス）の完成に伴い、増加する自動車交通を幹 ●①事前確認での想定どおり
線道路網を築くことにより分散させ、安全で快適な交通空間を確保する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線（国道３５６号バイパス）の開通に伴い増加する自動車交通を幹線道路
網を築くことにより分散させ、安全で快適な交通機能や空間機能を確保する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 都市計画法に基づく認可事業のため、市が実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 中里市民の森等の周辺環境に配慮した街路樹の設置を検討す 中里市民の森に影響しない路線計画とした。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス対策のために設計業務に遅れが生じ、用地買収に向けた交渉
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

を行うことができなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,655 △11,655 11,655 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス対策のために設計業務に遅れが生じ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 、用地買収に向けた交渉を行うことができなかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

件 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2016 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 幹線道路の整備・改良 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 下ヶ戸・中里線外１線の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.95 人）
(1)事業概要

(当　初) 49,200 千円 (うち人件費 8,455 千円）⑦事業費
総事業費 1,173,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 11,655 千円 (うち人件費 8,455 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63102 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

中心拠点活性化の観点から、現在整備を進



道路は幅員が狭いため、防災面の強化・快適な住環境の確保する道路整備が必要である。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

中峠・古戸地区の防災面の強化・快適な住環境の確保するための道路整備を行う。 中峠南地区の道路整備方法を検討する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

中峠南地区道路整備の検討進捗率 想定値 10当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 中峠南地区の道路整備手法を検討する。 直接 中峠南地区道路整備の検討進捗率 ％ 10 10

令和 4年度 中峠南地区の道路整備手法を検討する。 直接 中峠南地区道路整備の検討進捗率 ％ 20

令和 5年度 中峠南地区の道路整備手法を検討する。 直接 中峠南地区道路整備の検討進捗率 ％ 30

当該地区の住民との連携を密に、課題の整理や検証を行う必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 拡幅後道路境界確定図作成 759 ＊ 中峠南地区道路整備の検討 0 ＊ 中峠南地区道路整備の検討 0 中峠南地区道路整備の検討 0
＊ 中峠南地区道路整備の検討 0 ＊ （事故繰越）設計業委託 418 418
＊ （Ｒ１繰）不動産鑑定手数料（中峠） 239
＊ （Ｒ１繰）道路境界測量（中峠） 1,102
＊ （Ｒ１繰）待避所用地賃借料（中峠） 100
＊ （Ｒ１繰）待避所整備工事（中峠） 1,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,200 合　　計 418 418 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,200 418 418 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.15 0.15 0.1 0.1
正職員人件費 2,697 1,335 1,335 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,897 1,753 1,753 890 890
(11)単位費用

589.7千円／％ 175.3千円／％ 175.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は道路幅員が狭く、防災面の強化や快適な住環境を確保するための道路整備が必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

道路幅員が狭く、防災面の強化や快適な住環境を確保するため、道路整備が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

待避所整備を進め、中峠南地区の道路整備方法の検討を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,753 4,144 1,753 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

70.27

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.57

％ 10万円 0.57 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2119 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 中峠・古戸の道路整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,335 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,753 千円 (うち人件費 1,335 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる生活道路 当該地区内の



路 土谷津地区の円滑な通行を図るため、市街地に通じる道路整備を行い、安全な通行を確保する。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

土谷津地区の円滑な通行を図り、安全な通行を図るための道路整備を行う 整備道路の雨水排水の流末整備として雨水管布設工事を行っていく。
税務署協議を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

業務の進捗度 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 整備道路の雨水排水の流末整備として雨水管布設工事を行っていく。 直接 業務の進捗度 ％ 100 100
税務署協議を行う。

令和 4年度 用地の取得及び、道路整備工事を行う。 直接 整備進捗率 ％ 100

令和 5年度 道路整備工事を行う。 直接 整備進捗率 ％ 100

道路整備には用地の確保が必要なため、用地買収等、関係者の理解が必要である。また、柏市と行政界で接している区間につい
(7)事業実施上の課題と対応 ては、柏市と協議をしながら整備を進める。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 用地測量業務委託 12,947 ＊ 道路用地取得用印紙代 13 9 ＊ 道路用地取得用印紙代 6 ＊ 道路拡幅整備工事 45,000
＊ 物件調査業務委託 2,145 ＊ 不動産登記手数料 6,063 8,227 ＊ 不動産登記手数料 3,164
＊ 不動産鑑定 5,357 ＊ 不動産登記手数料（流用） 2,164 ＊ 物件移転補償費策定業務委託 671
＊ （Ｒ１繰）道路改良事業調査・設計委託 8,943 ＊ 物件移転補償費 2,500 840 ＊ 道路拡幅整備工事 47,729

＊ 雨水管整備工事 7,172 7,070 ＊ 用地取得費（債務負担R3~R4） 6,940
＊ 雨水管整備工事に伴う家屋事前調査 495 473 ＊ 道路境界石 96
＊ 用地取得費 0 ＊ 物件移転補償費 528

実施内容 ＊ （繰越明許）不動産鑑定手数料 5,357 3,564
＊ （繰越明許）物件調査業務委託 2,145 1,980

(8)施行事項
費　　用 ＊ （繰越明許）用地取得費 18,930 18,930

＊ （事故繰越）用地測量業務委託 9,426 9,426

予算(決算)額 合　　計 29,392 合　　計 54,265 50,519 合　　計 59,134 合　　計 45,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 9,350 9,350 補助率 55 ％ 33,153 補助率 55 ％ 24,750
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 6,400 充当率 90 ％ 21,100 18,100 充当率 90 ％ 25,300 充当率 90 ％ 12,100

(9)財源内訳
一般財源 22,992 23,815 23,069 681 8,150

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.42 0.7 0.7 0.42 0.42
正職員人件費 3,654 6,230 6,230 3,738 3,738

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 33,046 60,495 56,749 62,872 48,738
(11)単位費用

330.46千円／％ 604.95千円／％ 567.49
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地区内の道路の多くは幅員が狭く、車両のすれ違いが困難な状態であるため、拡幅整備が必要となっている。 ●①事前確認での想定どおり
また、地区内への緊急車両の進入路確保について、地元から強い要望が出されている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

土谷津地区にとって必要な道路拡幅であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

用地を順調に取得できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 60,495 △27,449 56,749 93.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△83.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.17

％ 10万円 0.18 105.88

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2157 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 土谷津地区の道路整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,978 千円 (うち人件費 6,230 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 60,495 千円 (うち人件費 6,230 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる生活道



口までの地区の道路整備を行い、安全で円滑な通行を確保する。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

国道３５６号から新木駅北口までの安全かつ円滑な通行を確保するための道路整備を行う。 現況を調査し、通行形態を検討する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

検討の進捗度 想定値 10当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現況を調査し、通行形態を検討する。 直接 検討の進捗度 ％ 5 10

令和 4年度 現況を調査し、通行形態を検討する。 直接 検討の進捗度 ％ 15

令和 5年度 現況を調査し、通行形態を検討する。 直接 検討の進捗度 ％ 20

道路整備には用地の確保が必要である
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 現況調査、通行形態の検討 0 ＊ 現況調査、通行形態の検討 0 0 ＊ 現況調査、通行形態の検討 0 現況調査、通行形態の検討 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.08 0.08 0.05 0.05
正職員人件費 435 712 712 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 435 712 712 445 445
(11)単位費用

43.5千円／％ 71.2千円／％ 142.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新木駅駅舎の改修に伴い、駅利用者の利便性向上が期待されるが、駅北口地区は道路が狭く、駅利用者の通行の安全性が ●①事前確認での想定どおり
確保されていないため、道路整備により通行の安全性の確保する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

道路整備により通行の安全性を確保する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

道路整備ルートの選定が困難である。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 50
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 712 △277 712 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△63.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 道路整備ルートの選定が困難である。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.4

％ 10万円 0.7 50

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2174 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 新木駅北口地区の道路整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 ■新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 712 千円 (うち人件費 712 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる生活道路 新木駅北口の国道３５６号から新木駅北



かわる生活道路 布佐小学校入口交差点及び小学校につながる道路の拡幅を行い、安全な通学路を確保する。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

安全な通学路を確保するため、道路拡幅を行い歩道を整備する。それに伴い交差点の適正な形状について検 交差点設計及び現地測量、用地測量を実施する
討するとともに、国道３５６号線の管理者である千葉県と協議し、交差点の改良を進める。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

業務の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 80

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 交差点設計及び現地測量、用地測量を完了する 直接 業務の進捗率 ％ 6 100

令和 4年度 用地の取得を行っていく 直接 用地買収率 ％ 100

令和 5年度 道路整備工事を行う 直接 整備進捗率 % 100

道路拡幅に伴い交差点改良が必要となることから、国道３５６号線の管理者である千葉県との連携を密にとり、課題の整理や検
(7)事業実施上の課題と対応 証を行う必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 交差点設計 3,817 ＊ 道路用地取得用印紙代 6 ＊ 道路拡幅整備 20,000
＊ 現地測量 1,639 484 ＊ 不動産登記手数料 2,869
＊ 用地測量 2,178 ＊ 用地取得費 7,010
＊ 内）設計・測量委託7,150千円 ＊ 物件移転補償費算定業務委託 3,124
＊ （R3→R4繰越） ＊ 物件補償費 10,000

＊ （繰越明許）設計・測量委託 7,150

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 7,634 484 合　　計 30,159 合　　計 20,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 7,200 400 充当率 90 ％ 27,900 充当率 90 ％ 18,000

(9)財源内訳
一般財源 0 434 84 2,259 2,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.32 0.32 0.3 0.3
正職員人件費 0 2,848 2,848 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 10,482 3,332 32,829 22,670
(11)単位費用

0千円／＊＊ 104.82千円／％ 41.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

布佐小学校入口の道路は、幅員が狭く車両のすれ違いが困難な状態であることから、拡幅整備について要望がなされ、そ ●①事前確認での想定どおり
の整備が必要となっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

布佐小学校入口交差点及び小学校につながる道路の拡幅を行い、安全な通学路を確保する。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 道路管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

繰越明許しているため。（交差点改良に伴う千葉県警本部との協議において、新
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 80 80

型コロナウイルスの影響により、時間を要しているため。）
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,482 ― 3,332 31.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

繰越明許しているため。（交差点改良に伴う千葉県警本部との協議にお
いて、新型コロナウイルスの影響により、時間を要しているため。）

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 繰越明許しているため。（交差点改良に伴う千葉県警本

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 部との協議において、新型コロナウイルスの影響により

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.95 、時間を要しているため。）

％ 10万円 2.4 252.63

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2283 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業  計画的な生活道路の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 布佐小学校入口交差点改良事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,955 千円 (うち人件費 2,848 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,482 千円 (うち人件費 2,848 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にか



コロナウイルス感染拡大に伴い、利用者が減少した市内公共交通事業者に対して支援を行う。
施策目的・

(2)目的 路線の延長など、地域住民や公共交通事業者と連携し、バス輸送力と利便性の向上を図ります。また、市域 事業目的
展開方向

東側の新たな公共交通として、シャトルバスの導入について市内バス事業者等と協議していきます。
〇我孫子市公共交通事業者感染対策緊急支援 １０月　　　　・予算計上（臨時議会）、支援要綱制定
・路線バス事業者・タクシー事業者に対して１台当たり30,000円の支援を行う。 １０月～３月　・事業者からの申請受付、支援金交付
・送迎バス事業者（高齢者等外出応援事業協力事業者）に対して１台当たり10,000円の支援を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

支援金交付事業者数 想定値 19当該年度
単位 者

活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 支援を希望する事業者に対して、支援金を交付することで感染拡大防止に繋げる。 直接 支援金交付事業者数 者 19 19

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

タクシー事業者については、東葛地域免許となっているため、市内事業者の特定及び我孫子市内で使用されている車両の特定が
(7)事業実施上の課題と対応 必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 我孫子市公共交通事業者等支援金 4,870 4,870

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 4,870 4,870 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 4,870 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 4,870 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 4,870 4,870 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 256.32千円／者 304.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民の移動の足を確保するため、新型コロナウイルスの感染が拡大する中において、運行を止めずに事業を営んでいる公 ●①事前確認での想定どおり
共交通事業者を支援することは必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事業者に早期な支援を実施できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 実情に合わせ支援を行うことができるのは市しかいない。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
緊急支援事業であるため

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(者) 目標値(b)(者) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(者) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
19 19 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業を廃業した個人事業者があり、制度開始後に対象者が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 16 84.21
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,870 ― 4,870 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業を廃業した個人事業者があり、制度開始後に対象者

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 が減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.39

者 10万円 0.33 84.62

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
新型コロナウイルスに対する公共交通事業者支援は事業完了とするものの、市民に必要な移動手段を確保するため、社会情勢に応じて必要な支 今後の社会情勢に応じて、必要な支援を検討し、対策していく。
援を行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2321 課コード 0601 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・道路課

個別事業 新型コロナウイルス感染拡大に伴う公共交通事業者支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 0 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 4,870 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,870 千円 (うち人件費 0 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63402 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、駅や各施設への重要な交通手段であるバス 新型


